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１ 議 事 日 程（第２日） 

   （平成２８年第２回有田川町議会定例会） 

平成２８年６月１５日 

午前９時３０分開議 

於 議 場 

 日程第１ 一般質問 

２ 出席議員は次のとおりである（１６名） 

    １番   谷 畑   進       ２番   小 林 英 世 

    ３番   辻 岡 俊 明       ４番   林   宣 男 

    ５番   森 本   明       ６番   殿 井   堯 

    ７番   佐々木 裕 哲       ８番   岡   省 吾 

    ９番   森 谷 信 哉       10番   堀 江 眞智子 

    11番   中 山   進       12番   新 家   弘 

    13番   湊   正 剛       14番   増 谷   憲 

    15番   橋 爪 弘 典       16番   亀 井 次 男 

３ 欠席議員は次のとおりである（なし） 

４ 遅刻議員は次のとおりである（なし） 

５ 会議録署名議員 

    ５番   森 本   明       13番   湊   正 剛 

６ 地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の氏名（１３名） 

   町 長  中 山 正 隆    副 町 長  山 﨑 博 司 

   住 民 税 務 部 長  清 水 美 宏    福 祉 保 健 部 長  早 田 好 宏 

   総 務 政 策 部 長  中 硲   準    消 防 長  栗 栖   誠 

   産 業 振 興 部 長  立 石 裕 視    建 設 環 境 部 長  佐々木   勝 

   総 務 課 長  竹 中 幸 生    企 画 財 政 課 長  中 屋 正 也 

   教 育 委 員 長  堀 内 千佐子    教 育 長  楠 木   茂 

   教 育 部 長  山 田 展 生 

７ 職務のために議場に出席した事務局職員の職氏名（２名） 

   事 務 局 長  一ツ田 友 也    書 記  林   美 穂 
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平成２８年第２回定例会一般質問者及び項目表 

通告順 議員名 質  問  項  目 

１ 殿井 堯 

 

①今後の有田川町をどのように支えていくのか各担当部長、

課長に意気込みを問う 

２ 辻岡俊明 ①今年度「子ども議会」取り組みについて 

②全国学力テストの結果公表について 

３ 岡 省吾 ①選挙権年齢の１８才以上に引き下げる公職選挙法改正に関

連して 

②「日本一の山椒の里」今後の振興策について 

③公共交通機関の今後のあり方について 

４ 小林英世 

 

①有田川町の防災計画 

②指定避難所について 

③ＡＥＤについて 

５ 増谷 憲 ①防災・災害対策について 

②公共交通のあり方について 

６ 堀江眞智子 

 

①保育に対する考え方 

②きび森の保育所北側の道路について 

③きび体育館の駐車場について 

 

８ 議事の経過 

開議 ９時３０分 

○議長（佐々木裕哲） 

   おはようございます。 

   ただいまの出席議員は１６人であります。 

   定足数に達しておりますので、本日の会議を開きます。 

   本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

   また、説明員は、町長ほか１２人であります。 

……………日程第１ 一般質問…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   日程第１、一般質問を行います。 

   配付のとおり、６名の議員から通告をいただいておりますので、順次許可します。 

……………通告順１番 ６番（殿井 堯）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君の一般質問を許可します。 

   殿井堯君の一般質問は一問一答方式です。 

   ６番、殿井堯君。 
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○６番（殿井 堯） 

   ただいま、議長の許可がございましたので、一般質問に入らせていただきます。 

   ４月、町長からの辞令が出て、本日、この議会に登壇された新任の課長、また部長

も登壇されておると考えておりますが、傍聴席を見ましても、本年、我が有田川町に

新入生として来られた新入職員さん、傍聴していただいているということで、やはり

さわやかですね。なるべくなら、傍聴席めがけて一般質問を１時間やりたいのですけ

れども、そういうわけにもいきませんので、本来の一般質問に入らせていただきます。 

   平成２８年度予算、１５１億９，０００万円、大きなプロジェクトの工事が済んだ

割に、予算額が下がりません。平成１８年の１月１日に合併いたしまして、１６８億

円、合併特例債も使って予算を組みました。１６８億円という予算は和歌山県下の市

町村、相対でも５番ぐらいの予算、大変膨大な予算です。だから、町としても抜けて

おります、有田川町は。これも合併特例債のおかげだと思いますけれども、平成１９

年になっても１６８億円、だから平成２０年には１７０何億円、過去１０年間で最低

が平成２６年度の１５３億円でしたか。初めて１５０億円まで下がりました。今年度

の予算、１５１億円というのは、これも２回目の１５１億円です。１５１億円という

予算は、町の予算としては大変高額な予算であります。その予算に対して中山、山﨑

ラインが、合併して１０年間この予算をこなし、また職員さん方の一層の努力によっ

て、この予算を過去１０年間、こなしてきました。でも合併特例債もぼちぼち予算価

額が底をついてきました。大きなプロジェクトの工事もなるべく多くこなしてきてく

れていると思いますが、今後、初めてこの議会に登壇されている部長、課長並びに町

長、副町長の決意、今後、このような大きな予算をどう対処していくかということで、

全員、部長、課長に今回の一般質問で答弁を求めました。まず、部長、課長の答弁を

してくれると思いますけれども、町長に最後に、その部長、課長の総括という意味で、

町長にもお答え願いたいということで、今回の質問に至ったわけです。 

   なお、部長、課長については、自分のところの部轄、自分のところの持った何をけ

げんなく答弁してもらえば結構だと思います。 

   ２問目に、その答弁を聞いて質疑、応答させていただきたいと思いますので、よろ

しくお願いします。これで１回目の質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   消防長、栗栖誠君。 

○消防長（栗栖 誠） 

   おはようございます。消防長の栗栖誠でございます。よろしくお願いします。 

   殿井議員の御質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   消防は国民の生命、身体及び財産を火災等から保護し、またその災害を軽減する、

並びに災害による傷病者を適切に搬送することを任務としております。有田川町の住

民の皆様が安心して暮らせるまちづくり、消防に対する負託に応えるためにも、消防



 

－２８－ 

団とともに連携を協力し、火災や事故、救急、急病などの災害から皆様の命を守る機

関として町長初め、関係部局と連携しまして、より一層職員一丸となりまして、信頼

される組織になっていきたいと思います。どうか今後も議会議員の皆様には御支援と

御協力、御指導をお願い申し上げます。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   おはようございます。総務政策部長の中硲です。よろしくお願いします。 

   殿井議員の御質問にお答えします。 

   総務政策部では、議会に関すること、統計及び広報に関すること、電子計算機及び

保有情報に関すること、選挙事務に関すること、防災対策に関すること、総合計画に

関すること、予算、その他財政に関すること、人事、給与に関すること、行財政改革

に関することなどなどについて、総務課、企画財政課で取り組んでおります。 

   その中でも本年度は防災対策、まち・ひと・しごと総合戦略に取り組み、また持続

的な財政の健全化に特に注意して取り組んでいきたいと思っております。 

   本年４月に起こった熊本地震では死者４９人、行方不明者１名、負傷者１，６００

人以上で、住宅被害は一部破損を含めると９万８，０００棟以上になり、また土砂災

害等による道路の崩壊が多数発生しました。今後、３０年以内に発生する確率が６

０％から７０％と言われている東南海・南海地震において、津波による被害は少ない

としても、今回の熊本地震による被害の状況を教訓に、災害に対する備えをさらに強

化して取り組んでいきたいと考えております。 

   次に、有田川町まち・ひと・しごと総合戦略についてであります。少子高齢化や過

疎化が深刻な問題となる中で、２０６０年、人口２万人以上を達成するため、平成３

１年までの５年間を計画期間として、平成２７年１０月に、有田川町まち・ひと・し

ごと総合戦略を策定しました。総合戦略の柱である、女性が住みたいまちづくり、地

域の魅力を生かした住民主体のまちづくり、ずっと住みたいまちづくりを重点プロジ

ェクトとして、国の交付金も活用しながら、町民の方と共同で取り組んでいきたいと

思っております。 

   ３つ目といたしまして、持続的な財政の健全化についてであります。合併して１０

年が経過し、本年度より普通交付税の合併算定替えの特例による優遇額が段階的に１

割、３割、５割、７割、９割が減額され、平成３３年には特例による優遇はなくなる

こととなります。平成２７年度の普通交付税額、６０億４，４８８万３，０００円の

うち、７億６，９２７万２，０００円が合併算定替えによる影響額となっています。

以前は１０億円以上の影響があると言われていましたが、近年の制度見直し等により、

７億７，０００万円弱となっていますが、当町にとっては大きな一般財源の減収とな
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ります。今までも経常的な経費の削減に取り組んできましたが、さらなる経費の削減

や収入の確保に取り組んでいかなければと考えておりますので、どうか皆さん、御理

解のほど、よろしくお願いします。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   福祉保健部長、早田好宏君。 

○福祉保健部長（早田好宏） 

   おはようございます。福祉保健部長の早田でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

   殿井議員の御質問にお答えいたします。 

   福祉保健部につきましては、やすらぎ福祉課、長寿支援課、健康推進課で構成され

ております。やすらぎ福祉課におきましては、窓口業務としまして、来庁者がワンス

トップで要件が済ませるよう、できる限りの対応を行ってまいります。また、障害者

福祉等の事業につきまして、引き続き実施してまいります。 

   この中で、本年４月１日の障害者差別解消法施行に伴いまして、有田川町職員対応

要領の本年度作成に取り組みますとともに、制度の周知を図ってまいります。 

   長寿支援課におきましては、平成２９年４月より介護保険事業の予防給付のうち、

訪問介護、通所介護が市町村の実施する日常生活支援総合事業に再編されることにな

っておりまして、円滑に移行できるよう取り組んでまいります。 

   また、本年度より県に対し、リハビリ職などの専門職の派遣要請を行い、主に要支

援認定者の機能回復に努め、支援の必要な高齢者が少しでも自立した日常生活を送れ

るよう取り組んでまいります。 

   あわせて、現在、実施している、いきいき百歳体操や、高齢者運動指導事業などの

介護予防事業につきましても、引き続き実施してまいります。 

   健康推進課におきましては、健康づくり活動の推進と、保健事業の充実を図り、町

民の皆さんが健康で暮らしていけることを目指して、業務を進めてまいります。まず、

病気等の早期発見、早期治療のため、特定健診やがん検診の受診者の増加に努めると

ともに、予防接種事業を行ってまいります。また、子育て環境を充実するため、育児

等に不安を抱える家庭の支援相談等を行ってまいります。 

   福祉保健部、職場全体といたしましては、住民の皆様に対しまして、懇切丁寧な対

応とできる限り迅速な事務処理に努めるとともに、日ごろから職員同士のコミュニケ

ーションを心がけ、報告、連絡、相談がスムーズに行える職場づくりに努めてまいり

たいと考えてございます。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   住民税務部長、清水美宏君。 
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○住民税務部長（清水美宏） 

   おはようございます。 

   殿井議員の御質問にお答えいたします。 

   住民税務部としましては、まず１点目として、町税の収納対策であります。町税は

町の政策を実施する上で必要な自主財源の根幹でありまして、その安定的確保が不可

欠であると認識しております。そのために、収納率の向上並びに滞納者対策について

は、最重点課題として取り組んでいるところでございます。 

   本町の収納率は県下的にも高水準を保っておりますが、監査委員さんの御意見にも

常にございますとおり、租税負担の公平性を確保する上で、納税指導など、徴収体制

の強化を図り、収納率の向上に、なお一層取り組んでまいりたいと考えております。 

   そこで、収納確保に向けた基本方針としまして、年間の徴収計画を立て、新たな滞

納者を抑制するため、早期の段階に電話催告、隣戸訪問を行い、長期滞納者には隣戸

訪問を中心とした納税指導を行い、その結果、滞納者の生活実態を認識した上で、や

むを得ない理由で一時的に納付が困難な方と、悪質な滞納者とを見きわめた上で、納

付誓約不履行者や納税指導に応じない悪質な滞納者には財産調査等を行い、差し押さ

えの実施と和歌山地方税回収機構への移管も引き続き実施してまいり、今後とも町税

の安定的確保を図るために、これまでの取り組みをさらに強化いたしますとともに、

県における市町村と一体となった滞納対策の推進などの動向を的確に把握しながら、

今後とも収納率の向上や、滞納対策の充実に努めてまいりたいと考えております。 

   ２点目としましては、医療費助成の推進であります。乳幼児医療、ひとり親家庭医

療、重度心身障害者医療の助成につきましては、県から２分の１の補助を受けて実施

しております。今後とも町民のため、この制度の継続、拡充を県に働きかけてまいり

ます。また、町単独事業の小中学生を対象とした、こども医療費の助成も実施してお

ります。これにつきましても、県からの補助を要望してまいります。今後とも安心し

て子どもを産み、育てていただける一助として、制度の維持を図ってまいりたいと考

えております。 

   また、兼務しております会計管理者としましては、執行機関に対しての内部牽制役

として、公金の収納及び支出に関し、法令や条例などに基づき、適正な予算執行、事

務処理が行われているか、しっかり審査し、公正で公平な出納事務に努め、正確、迅

速、確実に会計管理を行い、本町の各種行政サービスを会計管理の面から担ってまい

りたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

〇教育部長（山田展生） 

   改めまして、おはようございます。教育部の山田でございます。どうかよろしくお

願いいたします。 
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   殿井議員の御質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   教育部はこども教育課と社会教育課の２つの課になっております。教育部の課題に

つきましては、多岐にわたります。基本的な考えといたしましては、いきいきとした

暮らしを育むまち、いつまでも住み続けたいまちを目指し、地域みんなで子育て、教

育を推進するとともに、多様な学習や文化、スポーツ活動の充実を図っていきます。 

   １つ目といたしまして、活力と効果のある元気な学校教育の展開。２つ目といたし

まして、心豊かさを育む社会教育の推進。３つ目といたしまして、歴史、文化振興と

スポーツ活動の充実。４つ目といたしまして、地域子育て支援の充実。以上、４つを

柱として考えております。合併による財政的支援が減少していく財政状況の中、地域

創生推進交付金、またその他の補助金等を模索しながら、今後もスクラップアンドビ

ルドを基本に、課題に取り組んでいきたいと思います。どうかよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   建設環境部長、佐々木 勝君。 

○建設環境部長（佐々木 勝） 

   殿井委員の御質問にお答えいたします。 

   私ども、建設環境部には４課ございますが、まず建設課からお答えいたします。町

が行う事業で、既に着手しております道路や農道、ため池、林道等については早期に

完成し、地域の利便性、農林作業の効率化を高められるよう取り組んでまいります。

国道、県道の整備及び河川の改修工事につきましては、改修促進協議会等、関係機関

と連携し、地域活性化及び町民の命と暮らしを守るため、１日も早い着手、完成に向

け、国、県等への要望活動等の取り組みを進めてまいります。町道の補修工事や部分

的な改修工事につきましては、危険度、緊急性、また効果等を勘案し、基本的には優

先度の高いものから着手したいと考えております。 

   次に、下水道課でございます。公共下水道施設の整備事業につきましては、浄化セ

ンター処理施設の増設工事につきましては、本年度中に完成いたします。管路整備に

ついては、出地区及び西丹生図地区に着手し、平成３３年度完成を目指し、生活基盤

の整備を推進し、快適に暮らせるまちづくりを図ってまいります。 

   また、人と自然に優しい生活環境をつくるため、広報活動やチラシの配布、イベン

トの開催等を行い、下水道が担っている役割を理解していただき、早期に接続してい

ただけるよう、取り組みを進めてまいりたいと考えています。 

   続いて、水道課でございます。水道は住民生活を支える重要なライフラインであり

ます。日常の利便性を確保し、災害にも対応できるよう、施設の耐震化及び耐震管へ

の移設替え工事を推進するとともに、施設管理やパトロールを強化し、迅速に対応で

きる体制を構築し、安全で安心できるおいしい飲料水を安定的に供給するよう取り組

みます。 
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   また、未普及地域である、生石地区の簡易水道施設の整備や、清水地区の簡易水道

施設の統合整備につきましては、引き続き事業を推進してまいります。 

   さらに、現在の浄水場及び管理棟、電気計装設備は老朽化しており、将来を見据え

た新しい施設を整備する必要がございます。今年度に基本計画の作成に着手し、水道

水をより安定供給できるよう取り組みをスタートいたします。 

   また、貴重な水資源を無駄にしないため、漏水調査を実施し、有収率の向上に努め

てまいります。 

   最後に、環境衛生課です。住民のごみ減量、リサイクル意識の向上を図ることによ

り、コンポストの無料貸与制度や、生ごみ処理機の購入に対する補助制度の利用を広

げ、生ごみの減量に取り組むとともに、資源ごみ分別の徹底をお願いし、引き続き、

ごみの有償化を図り、ごみ処理費用の軽減を図ってまいりたいと考えております。 

   また、山林地や夏場の河原などへの不法投棄対策に取り組みます。警告看板や監視

カメラの設置などを行い、ごみを捨てさせないまちづくりに努めます。 

   また、低炭素社会の実現に向け、太陽光や太陽熱利用設備への補助を引き続き行う

とともに、民間事業者の再生可能エネルギー設備導入には、地域住民の意見を十分に

反映させながら協力していきたいと考えております。 

   建設環境部といたしましては、有田川町まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げて

います、ずっと住みたいまちをつくっていくための施策を推進してまいりたいと考え

ております。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   産業振興部長の立石でございます。よろしくお願いいたします。 

   殿井議員の御質問にお答えいたします。 

   産業振興部には商工観光課、産業課、地籍調査課の３課がございまして、有田川町

の産業振興に係る業務を担っております。 

   最初に商工観光課の取り組みに関しまして御説明いたします。１つ目の目標は入り

込み客の増加であります。昨年度、合併１０周年を記念いたしまして、Ｓｗｅｅｔ１

０有田川町２０１５の各種イベントによりまして、数多くの皆様方に有田川町の魅力

を再発見していただけたものと思っております。当町には大がかりなレジャー施設等

はございませんが、都会では味わうことのできない文化財、地域産業や特産物、四季

折々に楽しめる豊かな自然等、多様な観光資源がございます。引き続き、この観光資

源を結びつけた周遊観光ルートの形成、滞在、体験型リゾートの充実を図ってまいり

ます。既に鉄道公園では有田川町鉄道保存会によりまして、旧有田鉄道車両への乗車

体験、運転体験等が行われており、全国から鉄道マニアの方々が訪れ、楽しんでいた
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だいているところであります。 

   ２つ目には、主要都市で行われているイベントへの参加によるＰＲ活動等により、

誘客を推進することであります。町内の特産品や美しい景観等を主要都市で紹介いた

しまして、観光施設等への誘客とリピーターの確保につなげてまいります。 

   ３つ目には商工会等と連携し、魅力ある店づくりを推進します。農林業や観光業と

連携した特産品の研究、開発や商業振興など、他産業との協業による商業活動の活性

化等を支援いたします。 

   続きまして、産業課の取り組みについて説明いたします。まず、農業振興でありま

すが、近年、有田川町にも過疎高齢化の波が押し寄せ、一部の地域を除いて、大変深

刻な問題となっております。特に中山間地の農業につきましては、従事者の高齢化及

び担い手不足、耕作放棄地の拡大などの課題が山積しており、地域が一体となって農

業の多面的機能を維持、発揮し、課題の解決に取り組む必要がございます。昨年度に

引き続き、中山間地域等直接支払交付金事業、多面的機能支払事業等の各種補助事業

を展開することにより、課題の解決に取り組んでまいります。また、遊休農地、耕作

放棄地等が年々増加している中、農地銀行、農地中間管理機構への積極的な推進を行

うため、今年度、農業振興地域内の利用状況調査を行うこととなっております。利用

意向調査、荒廃農地の確認及び中間管理機構へのあっせん等、調査員１０名程度を雇

用して、現地調査を行う予定であります。 

   続きまして、近年、被害の拡大が続いております鳥獣被害につきましては、鳥獣害

防止対策事業補助金、有害鳥獣補助補償費等を猟期中も実施し、対策に努めます。 

   続きまして、林業についてでございますが、林業従事者においては高齢化と後継者

不足のため、減少の一途をたどっています。また、長期に低迷している木材価格の影

響から、林家の育林への投資も十分に行われていないのが現状であります。有田川町

流域の水源林としての機能、土砂災害の防止機能、地球温暖化防止機能等、多くの多

面的機能が著しく低下しておると思われます。本来持つべき森林の多面的機能の発揮

を促すためにも、森林整備に力を入れ、推進していくことが重要であります。環境林

整備事業等の補助事業を活用し、森林組合及び林業事業体による森林整備を支援いた

します。また、間伐等により発生した林地残材の有効利用につきましても検討してま

いりたいと思っております。 

   最後に、地籍調査事業につきましては、平成２７年度の進捗率で約６４％となって

おります。長期総合計画に目標として挙げております５０％を既に大きく上回ってお

りますが、これまでの進捗率を落とすことなく、早期完了を目指し取り組んでまいり

ます。今年度につきましては、７地区の一筆地調査、面積にしますと１４．４１平方

キロメートルを計画し、実施にかかるところであります。また、山間地の調査に加え、

立会者の高齢化等により、近年、調査中の事故が毎年のように発生しております。調

査中の事故防止のため、安全防具の装着はもとより、安全に対する啓蒙に努めます。
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また、現場担当者には事故発生時に迅速かつ正確に対応するための救急講習を受講さ

せ、現場の安全に努めたいと思っております。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   企画財政課長、中屋正也君。 

○企画財政課長（中屋正也） 

   企画財政課長の中屋と申します。よろしくお願いします。 

   殿井議員の御質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   企画財政課は主に人事業務、企画業務、財政業務を行っています。平成２７年１０

月に、まち・ひと・しごと総合戦略を策定し、人口減少を食いとめるために、地方創

生先行型交付金の交付を受け、子育て支援事業や観光振興事業、地域しごと支援事業

などを行ってきました。今後は町民の意見をもっと多く取り入れ、１人でも人口をふ

やせるような町民主体のまちづくりを行っていきたいと考えております。 

   また、第１次有田川町長期総合計画が平成２８年度で終了するため、第２次の有田

川町長期総合計画を平成２９年度から平成３８年度を目標年度として、有田川町の未

来の展望に立った将来像を策定するために、各部局と協議しながら策定を進めていき

たいと考えております。 

   そして、本町の財政状況につきましては、平成２６年度決算において、健全化判断

比率などは基準値内にあるものの、平成２８年度から普通交付税の合併算定替えの算

定額が段階的に縮減されるため、一般財源の大幅な減少が予想されます。 

   また、公共施設の老朽化による整備も必要となり、今後の財政運営は厳しさを増す

ものと見込んでおります。 

   そのため、合併特例債及び交付税の合併算定替えの期限が終了する平成３３年度の

予算規模の縮小への対応が最重要課題となっています。これらを克服するために、さ

らなる合理化、事務事業の徹底した見直しを行い、この課題を全ての職員が認識した

上で、より一層経費削減、効率化を行い、健全財政を維持できるように頑張りたいと

考えております。どうかよろしくお願いします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務課長、竹中幸生君。 

○総務課長（竹中幸生） 

   総務課長の竹中と申します。どうぞよろしくお願いします。 

   それでは、殿井議員の質問にお答えさせていただきます。 

   総務課では自治会、選挙、情報管理、統計調査、公有財産管理など、担当業務が多

岐にわたっておりますが、中でも住民皆様の安心、安全な生活にかかわる防災、消防、

交通安全、防犯などの業務を受け持っております。最近では特に、震災、洪水、土砂

災害などの自然災害や、交通事故、犯罪、火災などの人為的な災害といったリスクに
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対する不安が注目される中、これらのリスクを軽減していき、住民皆様の不安を少し

でも取り除き、安心、安全な暮らしを実現するために、課員とともに取り組んでまい

りたいと思います。皆様におかれましては、御協力、御指導のほどを賜りますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   殿井議員にお答えします。 

   部長の答弁を聞いて、総括せよということであります。御指摘のとおり、合併して

から、もう１０年たちました。おっしゃるとおり、予算規模としましては、この１０

年間、県下３０市町村ありますけれども、いつでもベスト７内の大型予算を組んでま

いりました。これには合併のときの特例債というのをいただけて、それを使ってでき

るだけ、この期間内に合併したときの３地域の課題についてやっていこうということ

で、大型予算を組んでまいりました。この大きな予算がいつまで続くんよと言われれ

ば、議員がおっしゃるとおり、算定替えの特例というのがあって、もう今年度から最

終の５年間にかかります。平成２８年度から平成３３年度まで５年間をかけて、その

特例がだんだんと減らされてゼロになります。今のところ、当初は１２億円ぐらい影

響額があるだろうなと言われたのですけれども、いろいろな陳情等々をして、我が町

としては基本的には庁舎は１カ所、消防署も１カ所というようないろいろな条件があ

ったのですけれども、庁舎については３カ所、消防署については２カ所等々、総務省

で認めていただいて、１２億円ほど減るというやつが、現在、７億円ぐらいまで減ら

せてきております。これは全国、地方の財源というのは、非常に合併もたくさんした

ところもあるし、非常に厳しいところばかりでありますので、今後も合併の特例の期

限が切れるまでに、もう少し総務省に見直していただけるように、これは全国町村会

挙げて取り組む問題だと思っております。 

   また、予算についても今は、何年か前から各課、部に枠配分ということで、１年間

の予算を決めて配分しております。その中で、各課、部、個々に目標管理シートとい

うのを作成して、その目標に向かってずっと１年間取り組んできております。最後に

はこれは検証して、どのぐらい管理シートに書かれていたことが達成できたかという

検証もやっていっております。いずれにしても財政的には非常に厳しくなるので、こ

れからはいかにして職員が頑張るかということと、もう少し自主財源等々もふやして

いかなければ乗り切れないなという感じを持っております。 

   とにかく、町民の方々に迷惑のかからないように、削ることはできますけれども、

余り削っても町民の皆さんに迷惑がかかるようなことがあってはならないということ

で、とにかくかからない範囲内で、もう少し機構の改革であったり、職員のやる気で

あったり、そういうのをしながらやっていきたいと思っています。 
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   各部長とは月に１回、庁議という形でいろいろな連携をとらなあかんということで、

各部長を１カ所に寄せまして、月に１回、庁議というのを行っています。その中でそ

れぞれの部の課題を出してもらい、それにこれから取り組んでいくようなこともやっ

ていきたいなと思っています。 

   それから、きょうはこの後ろに新人職員、今、勤務中でありますけれども、この議

場に参加させております。恐らく将来のために非常にいい勉強になるだろうというこ

とで、勤務中にもかかわらず参加させております。その点も御理解いただきたいと思

います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   ただいま、議会に出てこられている課長、部長さんの意気込み、なぜ毎年、この６

月に聞くかということについて、新たに登壇されている各課長、部長さんがございま

す。まして、今、町長が述べられたように、有田川町の予算というのは和歌山県下の

町においても、いつでもトップクラス。３町が合併したという特例債があるから、こ

のような大きな予算を組めたと思います。そのかわり、大きな予算を組めることに対

して、借金もふえてくると。何ぼ有利な特例債といっても、やっぱり借金は３０％ぐ

らい残る。この負債を返していかなければならない。だから、重たい荷物を背負わさ

れているということの感覚で、有田川町として、僕がいつでも言うてるように、民間

の株式会社のような考えを持って、これから進まんと、これだけの大きな予算をなか

なかこなして進んでいけないということで、意気込みを聞いたわけです。 

   まして、町長に至りましては、この議会が終了後、手術と、大変大きな手術と聞い

ています。バイパスの手術をしなければいけない。なおさら、副町長以下、部長、課

長が一丸となったことで、町長が病院から退院するまでみんな一丸となってやってい

ただかんといかん。また町長に関しても早く戻ってきてもらって、４期、５期と。地

元の地方紙によると、次の出馬はいかがなものかというふうに感覚で書かれています。

でも、そういうことで、僕と町長とは同じ年で、僕が物すごく、至って真面目で、酒

もたばこもやりません。町長はある程度、今、こういう事態を招いているのです。僕

みたいな真面目になれとは言いません。 

   同級生のよしみで冗談も言えるわけなのですけれども、やっぱり今、有田川町とし

て一致団結して、町長も退院後も有田川町として４期、５期の町長の意思表明という

んですか、住民が不安になっています。町長、大丈夫ですか、殿井さん。町長、２回

目の手術になりますけれど、大丈夫ですかと不安になっていますんで、この議会で町

長の一発、これという意気込みを聞かせてもらって、わしはまだまだ大丈夫やと。４

期、５期に正々堂々と、まだまだ行けるんやという決意を一遍お願いしたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 
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○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   同級生のよしみで大変御心配をいただいてありがとうございます。実は、６月の健

診で心臓の血管に細いところが見つかりました。今すぐということはなかったのです

けれども、将来に向けて今が一番、いい時期だということで、医大の部長さんに説得

されまして、今、どうこうはないんですけれども、思い切って将来のために心臓手術、

バイパス手術をすることになりました。おっしゃるとおり、もう７月はほとんど公務

につけないと思います。皆さん方にも、職員にも、町民の皆さん方にも多大な御迷惑

をかけるんでありますけれども、必ずそれをすることによって、今まで以上に元気に

なるということでございますので、それを信じて手術を頑張って受けてきたいと思い

ます。ありがとうございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   安心いたしました。それでないと、やっぱり町民があらぬ勘ぐりというのですか、

もう大丈夫やろうかと、殿井さん。次期、行けへんのと違うかな。いや、そういうこ

とはございません。あの町長はなかなかしぶといんで、大丈夫だと思いますというこ

とを、一応、町民には我々議員としても、そういう説明をしています。でも、ここで

きょう町長の決意を聞いて、大丈夫やろうと。 

   また、中山、山﨑というラインで、今まで大きな予算を乗り越えてこられました。

別の市町村を見てみても、なかなかここまでの予算をこなせられる町長、副町長はご

ざいません。だから、町長なき後、山﨑副町長にも責任もあると思います。その責任

を課長、部長が分散して、なるべく乗り越えられる、また乗り越えてもらわんといか

んので、その点も十分皆様方の御協力をお願いしたいと思います。 

   それと、２問目の質問に、今、答弁を聞かせてもらって、移らせてもらいたいわけ

なんでございますが、ここに昨年の６月に今と同じ、どう思うかという質問をさせて

いただいた資料がございます。かなり手抜きで、昨年と同じ答えをしている部長もご

ざいます。しかし、それはそれで結構です。しかし、やっぱり有田川町としては、そ

の意気込み、昨年と同じ課ですから、同じ意気込みでいいじゃないかということもあ

るのかわからんけれど、それではちょっといかがなものかという点も感じましたので、

その点も御了承いただきまして、新しく開発して、このために有田川町のこういうこ

とを、また平成２８年度から交付予算、合併特例債も減って、どんどん財源も乏しく

なってくるということで、今までのように大きなプロジェクトも少なくなってくる。

しかし、何にもやらんというわけにはまいりません。だから、減らしもて、徐々に減

らしもて、何とか活気をこのまま継続できるような状態で頑張っていただきたいと思



 

－３８－ 

います。 

   まず１番目に、消防署長にお聞きします。やっぱり消防署というのは有田川町民の

財産、安全を重点に守っていただかねばいけないということなんですけれども、前に

も申し上げたように、有田川町には過疎化、また今までに工事のできない狭い地域が

ございます。これも何回も言いました。今、消防署自体が機械が大型化して、大変便

利な機械も有田川町の消防署は持っておられると思いますけれども、しかし大型化し

た上に、入らない地域がたくさんございます。そこらの対処なんです。今、田殿地区

でも、賢、そこら山のてっぺんまで行ってやらんならん。普通の軽四輪車でも入らな

いというところに、そういう対処的な、ここで火事が起こったらどうするんやろうと

いう心配な面もありますけれども、今後そういうふうな過疎化に対して、軽四も入ら

ない、火事が起こったらどうする。まず、今、有田川町消防団のコミュニケーション、

やっぱり地域は地域の、一番早く行ってもらわんなんような地域になれば、軽四しか

入らない。軽四でも入らないという、その対策をどのように考えているかお聞かせ願

えますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   消防長、栗栖誠君。 

○消防長（栗栖 誠） 

   殿井議員の御質問にお答えします。 

   狭い地域につきましては、救急業務においては救急車と小型の車両がペアで行くと

いうことにしています。また、火災におきましては、基本的には消防団の車両を、小

さい軽の車両を配備するという方針になっております。それに合わせて、消防本部、

消防署の車両につきましても、基本的な小型の車両を主として活用するという戦術を

立てております。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   そういう面の配慮というのですか、やっぱり準備していなければ、急遽そういうこ

とが起きてもうろたえるばかりなんです。だから、僕が昨今、この質問も２回ほどさ

せてもらっています。やっぱり、それから、ここはどないするのやろという具体的な

案も出ていないと思うんです。だから、起きたときにうろたえるんやったら、前もっ

てある程度準備してもらって、その対処に応えられるということで、有田川町では化

学的な会社も少ないんで、専門的な何を先に行かせる、危険に耐えられる設備をした

消防自動車を先に行かせるという、この配分も必要かと思います。 

   ただ、一番困るのは、狭い道路で大きな消防自動車が先に入って、抜き差しならん。

そういう連携ですね。民間の消防団と消防署の連携。そういうところへはどういうふ
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うな配置で、どういうふうなんで先に行ってもらうというような準備が今後なされて

いるんか。先に大きな自動車が入って、どうにも小さい自動車が入らんで難儀してい

るというふうなのでは困りますんで、その点はいかがなものですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   消防長、栗栖誠君。 

○消防長（栗栖 誠） 

   ただいまの殿井議員の質問なんですが、先に大きな車両が入っていくと、小型の車

両が活動できないということでございます。１つは、救急につきましては、火災もそ

うなんですが、進入できない地域は事前に調査しております。その調査をもとに救急

にあっては、小型の車両を先行すると。火災におきましても、調査地域をもとに消防

本部からの現場到着時間、ここを加味しまして、狭い地域は通常、小型の軽四車両が

先行するという形にしております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   そこらは万全な措置をとってもらっていると思います。ただ、消防というのは、一

番困難な場所へ安全を何して行ってもらわんと、消防職員にも大変危険を及ぼすとい

うような公務でありますんで、そこは頑張っていってもらいたいと思います。 

   また、救急車の問題なんです。救急車の問題で、なかなか狭い路地へ救急車が曲が

らない。昨今、そういう地域の区長さんから要望も出てきていると思うんですけれど

も、そういう箇所も何十カ所かあると思います。僕も見に行かせてもらいました。だ

から、そういう点で、ここだけ何とかすればという対策も考えて、消防署のほうから

町長へでも助言というんですか、ここをもうちょっとだけ何とか一、二メートル広げ

てくれたら、この角は曲がるんやという箇所もあるんですけれど、そういう対策はい

かがなもんですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   消防長、栗栖誠君。 

○消防長（栗栖 誠） 

   道路事情につきましては、今後、担当部局、執行部と協議させていただきまして、

考えていきたいと思います。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   そういう面の安全も、また町長とも、担当部課とも精密な何をなされて、もう少し



 

－４０－ 

考えて、担当、一丸となって、そこらの面も今後ともひとつよろしくお願いしておき

ます。 

   それと、総務政策部長にお伺いします。合併特例債というのは平成２８年度から

徐々に平成３３年度までで終わりですね。だから、今、大体どのぐらいの特例債を使

って、どのぐらいの金額がまだ残っているのか、まだ使えるのか。我々、大体の把握

はしていても、どのぐらい残って、どういう事業に対して充てられるのかということ

は、まだ把握していませんので。今、現在、どのぐらい合併特例債が残って、使える

のか、その状況をちょっとお聞かせ願えますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   殿井議員の御質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   今、うちのほうで持っておる資産表によりますと、合併特例債につきましては、ハ

ードで１２２億１，９００万円、そして基金のほうへ積み立てる分につきましては、

１７億５００万円、合わせて１３９億２，４００万円が最終、合計での可能額という

ふうに現在、推計しております。その中で今、合併特例債の発行済み額は１０７億１，

０８０万円ということになっております。 

   今後につきましても、今やっております継続事業でありますとか、防災の関係の、

防災無線のデジタル化等に合併特例債が必要であるというふうに考えております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   突然の質問なんですけども、資料をしっかり用意してくれて、的確な答弁をいただ

きましてありがとうございます。 

   ただ、我が町の予算、合併特例債だけでは今後済みません。今後、また我々、総務

関係とも話をしてやっていかなならんのは、広域問題です。今、話題となっている広

域のごみ処理施設、また長谷川のし尿処理施設、これもある程度、任期が迫っていま

す。だから、これも広域に対しての予算も組んどかなんだら、我が町だけで、合併特

例債だけではできません。これも大きな事業で、大きな支出が予定されております。

この点も考慮してもらって、今後、しっかりした経営状態、今後平成２８年度から取

り組む状態で、しっかりした計画も必要だと思いますが、この点はいかがですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   広域行政の中で、うちが負担する分については、うちとしましてもいろいろとする

ことはする、でも予算的に厳しい部分については厳しいというふうな形でお話しして
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いきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   いろいろと広域関係から始まって、合併特例債の収縮、平成２８年度から徐々に平

成３３年度までになくなるということなので、ある程度緻密な計画、無駄をなくして

緻密な計画で進んでいただきたいと思います。今後ともよろしくお願いします。 

   それと、福祉保健部の早田部長にお伺いします。介護保険で膨大な金額、ここに会

計の何をいただいているんですれども、介護事業特別会計としても大体２億円近く、

毎年いっていますね。ちょっと余談になるんですけど、福祉文化センターに協議会が

ございますね。これの位置づけというんですか、我々、なかなか議員にとってはわか

りにくいんですけれども、これの位置づけというのは、町立ではないのと、財団法人

だとしか僕らにはわかっていませんけど、ここらは福祉としてもどういうふうな位置

づけで、どのような町との関連があるかということを今、答えられますか。知ってい

る範囲で大丈夫ですか。答えられますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   福祉保健部長、早田好宏君。 

○福祉保健部長（早田好宏） 

   金屋文化保健センターには社会福祉協議会がございます。社会福祉法の第１０９条

に規定された、地域福祉の推進を目的とした団体でございまして、有田川町の地域福

祉活動を推進、運営する上で役場と社会福祉協議会、両輪となって進めていかなけれ

ばならない事柄がたくさんあろうかと思います。その役場のパートナーとして、大変

重要な位置にあると思っております。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   今の答弁をお聞きしまして、一応、両輪ということで、率直に言いましたら、役場

の下請感覚の考えっていう理解の仕方でよろしいですかな。それとも、別個の団体な

んで。ただ、これを何で聞くかというと、４，１００万円、役場から補助金が出てい

ますね、毎年。だから４，１００万円の補助金といったら、大変膨大な補助金なんで、

この団体はどういう団体であるんかなという懸念をずっと抱いて、一遍お聞きしたい

なということなので、なかなかとっさにこういう質問をして大変恐縮なんですけども。 

   それと、僕、前に区長をやらせてもらってたときに、１口１，０００円の封筒で寄

附金を集めていると。これも区へ言うてきていると。これ、御存じですね。 

〔「はい」と早田部長、呼ぶ〕 



 

－４２－ 

○６番（殿井 堯） 

   だから、そういうふうな寄附金を集めて、これ何で区が１口１，０００円をやらん

なんの。それがめんどくさいんで、今、区の予算から出している団体が多いんです。

だから、その区でもやっぱり生活をいっぱいいっぱい、苦しい人も同じせんならんの

かということで、そういう人の何も保護するために、我が地元の区では区から負担し

ようやないかということで、区から出すようにして、一切、家庭へ回らんようにして

いますけども、こういう面についても、そこまで福祉協議会が権限を持てるんか。寄

附やから別に何ぼということはないんです。福祉のことやから協力してあげねばなら

んということもわかるんですけど、こういう面については部長としたら、いかがな考

えを持たれているのか、ちょっとお聞きさせていただいたらありがたいなと思うんで

すけども。 

○議長（佐々木裕哲） 

   福祉保健部長、早田好宏君。 

○福祉保健部長（早田好宏） 

   社会福祉協議会の会費につきましては、その趣旨に賛同された方が自主的に御納付

されるものと理解しておりますので、そういう理解でおります。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   町長の手が今、上がりかけたんで、わしも説明させということだと思います。この

答弁が済んだら説明していただいたら結構なんで。この福祉協議会で今まで議会から

も議長が理事というような格好でずっと行かせてもらっていると思うんです。町長が

会長ということでなされているんです。ここらの町長の、今、手が上がった意見もお

聞きして、今、議長も現在行かれていますね。だから、この点、そういうふうな事業

の内容とか、どういうふうな構造とか、全て把握していらっしゃるんですか。町長の

御答弁をお願いできますか。 

〔「議長、暫時休憩」と呼ぶ者あり〕 

○議長（佐々木裕哲） 

   暫時休憩します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １０時３６分 

再開 １０時５５分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（佐々木裕哲） 

   再開します。 
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   一般質問を続けます。 

   福祉保健部長、早田好宏君。 

○福祉保健部長（早田好宏） 

   殿井議員にお答えいたします。 

   会費は善意でおさめていただいているということでございますが、もう一度、きち

っと精査しまして、決算委員会等で御報告させていただきます。よろしくお願いしま

す。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   これは決算なんで報告させていただきますということで、僕も了承していたんです

けども、一応、両輪ということをお聞きしましたんで、どういうふうなのかなとこと

だけで結構です。また、後日、決算委員会で説明してください。 

   次の質問に入らせていただきます。清水部長にお伺いします。今、我が委員会で後

期高齢者の医療の請願を審査、２つ、継続になっていますけども、９割８．５割特例

軽減率というのですか、これに対して、町民が６０％ほど、それにかかってくるとい

うことなんです。この点の説明をちょっとお伺いしたいと思いますので、大丈夫でご

ざいますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   住民税務部長、清水美宏君。 

○住民税務部長（清水美宏） 

   後期高齢者医療制度の特例扱いの９割軽減ですけれども、今、方向性はそれを解消

するという形になってございます。広域連合のほうからの方向性、ちょっとまだ情報

を持っていない状態ですので、そこらも広域連合のほうに動向を問い合わせて、お答

えさせていただきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   結構でございます。また、後ほどそういうことでよろしくお願いしておきます。 

   それと、飛ばしてもらって、建設環境部長にお伺いいたします。建設環境部長とい

うのは、一番、我が町でも大所帯なところなんで、４つの課をまとめていると。それ

で、なおかつ、１０７の区の要望もほとんど建設のほうへ上がってくるというような

状態だと思います。この要望について、各区からどうしてほしい、こうしてほしいと

いう要望が上がってくると思いますけれども、全部を賄い切れない。また、順位をつ

けて、１位、２位、３位と、一番重要な箇所でやってほしいというような格好で要望

書というのは上がってきていると思いますけれども、課としましても、多分道路状況
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とかそういう面が主な要望だと思いますけれども、どういうふうな位置で、順位も重

要やと思いますけれども、どういうふうなさばき、どういうふうな位置づけで要望を

さばいていらっしゃるのか、ちょっとお聞かせ願いますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   建設環境部長、佐々木 勝君。 

○建設環境部長（佐々木 勝） 

   お答えいたします。 

   議員、おっしゃるとおり、１０７の区から、大変たくさんの要望が出てまいります。

ことし、平成２８年度の要望については５７０件程度でございました。平成２４年度、

５年前と比較すると、３８％ぐらい減っているんです。といいますのは、ひと字でた

くさん要望を出していただいても、予算というのは限られておりますので、全ての要

望にお応えできませんのでということを区長会等でお話しさせていただいて、町道の

部分的な改修、そういう工事の要望は３カ所に絞っていただいて、優先順位をつけて

出していただきたいんですということをお願いしております。そういうお願いをして

おり、この点を御理解していただいているのかなと思っているところです。 

   提出された要望書につきましては、ほとんど建設課なんで、建設課のほうで確認さ

せていただいて、先ほども答弁させていただいたかと思うんですけど、危険度とか緊

急性、それと効果等を考えまして、基本的には優先度の高いものから着手していくと

いうふうに考えております。 

   なお、すぐに工事せんと危ないというようなところはこちらでも見つけて直したり、

そういう通報、要望があれば、すぐに直すように心がけております。 

   今後とも、区長さんには御理解と御協力をいただきたいと思っております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   道路だと思いますけど、町道と里道の区別というのですか、里道も今、町管理にな

っていると思うんですけども、ただ町道の場合、結局、昔の牛追い道というふうな里

道、石垣積みが多いので、コンクリートにせんと崩れて、障害が起きるという面も要

望には必ずたくさん上がってきていると思いますけれども。町道の場合はすぐできる

けど、里道の場合はなかなか難しいということで、そこらの線引きというのは、一応、

里道に対しても町道扱い的な、役場が管理している以上、町道扱いというふうな感覚

ではなかなか要望が通らないという不服もあるとは思いますけど、この点はいかがで

すか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   建設環境部長、佐々木 勝君。 
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○建設環境部長（佐々木 勝） 

   お答えします。 

   細い道であっても町道であれば、これは町で公費を出します。ただ里道になると、

全ての里道を直すというような予算を持ってございませんので、そこを常に御利用し

ていただいている方とかで直していただきたいということでございますが、ケース、

ケースで考えていっているのが現状でございます。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   里道というのは水利組合との関連が物すごい出てくると思うんですわ。田植え前に

なれば、池から水路へ、水田のほうへ水を引かないかん。昔からの溝というのはほと

んど石垣積みなんです。その後、年数がたっているので、水を通すごとに石垣が崩れ

て、これを町へ何とか言うてくれやんかとか、そういう要望も我々の議員の皆さん方

もお聞きしていると思うんです。これはなかなか難しい問題だと思います。そこらは

精査してもらって、なるべくなら対処できるやつと、対処できないやつはできやんと

いうことでしてもらって、納得してもらうというのは結構なんです。 

   それと、大所帯の建設課なんで、これは答弁いただかんでも結構なんですけども、

二川の小水力発電、これは画期的なんで、町長以下、皆に何してもらって、二川ダム

の小水力発電、これは町に対しても利益を生むんです。こういうのは今までやってい

ない事業なんです。こういう事業をなるべく取り入れてもらって、町のほうも力を入

れてくれるとは思いますけれども、小水力発電なんか、こういうことで多大なる、場

所も二川ダムと、ほかにそういう場所がないか詮索してもらって、こういう事業にど

んどん町も取り組んでいってもらわんと。やっぱり行政のことやから、ようさんもう

けてどうのこうのということは必要ないと思います。しかし、こういう画期的な、和

歌山県下でもそんなにないですよね、小水力発電は。初めてだと思うんで、こういう

ものがどしどしと、そういう案が出れば町長と相談してもらって、大いにこういうの

はやってもらいたい。そういうことをお願いしておきます。よろしくお願いします。 

   それと、産業部長にちょっとお伺いします。昨今、我々、産業建設住民が、ちょっ

と研修で産業の建設で行かせてもらったんですけど、清水のほうへ。今、産業課とし

ても、町としても、なかなか難しい問題が大変多く、建物は町の建物であって、老朽

化してくると。老朽化するについて、今、うちが委託しているところが、その老朽化

に対してやれないと、これは町の建物だから大きな修繕、修理は町のほうでしてもら

いたいと、昨今、そういうふうな何も聞いていますけど、今後、我々、一応、指定管

理に出している以上は、そういう契約も交わしていると思うんで、今後、また清水の

発展のために、全部をやめさせてしまったら、やっぱり雇用問題とか、旧町の発展に、
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清水地区の発展にもかかわってくるんで、この点、どう対処してもらえるか。どう対

処するのか。また、今後そういうふうな大きな修理、現実に機械を変えたり、モータ

ーを変えたり、風呂の何を変えたりというような大きな投資をせんといかん。何千万

円というような投資をせんといかんという面について、どういう今後、対策を持って

いくのか。それとも、これはもう事業としていかがなものかという点も出てくると思

いますので、この点の御説明、答弁をいただけますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   ただいまの御質問にお答えいたします。 

   ふるさと開発公社、ほかへも指定管理の、うちの関係でお願いしておる施設がたく

さんございます。どの施設につきましても、かなり老朽化が進んでいるのが現実でご

ざいます。今年度、町全体の施設の管理計画を立てんなんということで、その方向で

進んでおりますので、そのときにいろいろ今後、産業振興部の抱えております施設に

つきましても精査いたしまして、必要な部分についてはしっかりと計画を立てて直し

ていくと。そして、管理運営をしていただくというような方向を今年度中にはしっか

り決めたいなと思っております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   この施設やね。町のほうから１，９９０万円という補助金が出て、その補助金に対

しての、補助金を補てんして、それを使い果たしてもまだ赤字がかなり出ていると思

うんです。だから、この点も町当局としても、ある程度の何はして、しかし雇用問題

とか援護射撃とか、するべきものはしてあげんと、やっぱり成り立っていかんという

面もあると思いますけれども、町としての縮小、ある程度、ここらで延命処置という

のですか、全体への延命処置はなかなかとりにくいというふうになれば、決断として、

この施設はどうかということ自体が、決断というのは町が下すのか、それとも開発公

社から、この事業はもうちょっと手詰まりなんで、こうしますというふうな回答をも

らえるのか、それとも町がこの施設はいかがなものかというふうに開発公社にやるの

か、この点は、これは町長ですか、産業部長、答えられますか。産業部長にお願いし

ます。意気込みです。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   各施設、地域との関連も非常に深くかかわってくると思われます。地域の皆さんの
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意見等もしっかり聞き取りしながら、最終的にはやはり公社ではなく町の判断になる

と思われます。その辺、今年度、それから来年度、近い将来、やはり、今、議員がお

っしゃったように、今後の方針はきっちり固めていかんなんと思っていますので、そ

の辺、努力したいと思っております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   なかなかこれは難しい問題で、しかしいつまでもどうこうということで、町の負担

も大きくなる。また、施設が古くなれば、多大な資金を入れて何せんなん。資金を入

れて、前に質疑させていただいたように、やっぱり二川ダムみたいな利益を生むとい

うことは、これはいけないことだと思いますけども、ある程度そういうふうな何をや

ってもらわんと。１，９９０万円の金額を補助金として出して、また赤字、赤字やと。

また、今度は施設が古くなってきて、どうのこうのということも大変、町としてもき

つなってくるんで、この点、考慮してもらって、産業部長と開発公社の理事と十二分

に今後の打ち合わせ、どの施設をやめて、この施設を生かすということはなかなか難

しい点が多いと思いますので、この点、十分に検討させてもらって、頑張っていただ

きたいと思いますので、今後ともよろしくお願いします。 

   それから、総務課長、初めて議会に来て、初めて質問だと思いますけれども、難し

い質問ではございません。安心してください。文化センター、金屋の、大改造、改造

に４億円。えらい金額ですよ。改造するのに４億円というふうな改造、これは大きな

事業です。だから、この点、あそこは町にとっても一番便利な場所です。一番何があ

るかというと、やっぱり駐車場が大きい。この施設は町としても、どこの施設、ここ

の施設というんじゃないですけど、あの施設は守っていきたい。また、今後、利用す

る価値がある場所だと思います。ただ、４億円という改造について、今後どのような

方針で改造していくんか、大体のつかみでいいです。どの規模のどういう種類で、ど

ういうふうなので４億円。大体のつかみでいいんで、これの御答弁をいただけますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務課長、竹中幸生君。 

○総務課長（竹中幸生） 

   殿井議員の御質問にお答えさせていただきます。 

   金屋文化保健センターにつきましては、今年度４億円の工事費を、予算を計上して

改修する予定にしてございます。その内容につきましては、屋内のつり天井等の廃止

とか、エレベーターの更新、電気設備の更新、あと外壁の修繕というような形で事業

を予定してございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 
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○６番（殿井 堯） 

   今、冒頭に申し上げましたように、大変に価値ある施設なんで、その点、十分考慮

して。なかなか改造というのは難しい。図面が残っていたら、どこにどうしてこうし

てという資料が残っている。昨今、総務の部長にちょっと聞いたら、もとの設計をし

た業者が落札ということを聞いたので、それが一番ええ方法なんです。やっぱり当時

のやったコンサル、やったところがどこにどうあるということを一番把握しているん

で、この点、大変重要な施設なんで、ひとつよろしくお願いします。 

   それと、最後になりましたけれど、教育部長。どうこう言うんじゃございませんけ

ども、去年のあんたからもらった答弁なんで、今の答弁と全く同じ答弁なんです。そ

れでも結構なんです。この３月議会で教育長から答弁いただきました、オーストラリ

アの件、そういう件と、そして学園の件、これについて教育長の見解は昨今、いただ

きましたんで、部長の見解として学園、これに対しての改良、いっこも総会とかそう

いうなのがなされていないというふうな格好で、かなり突っ込んだ質疑を教育長にし

て、教育長から答弁をもらっています。だから、部長の考え、オーストラリアの件、

ことしのオーストラリアの件はそういうふうな計画で成り立っていっています。昨今

の町長の答弁では、一応みんなが平等で使えるような何ということで、検討を今後さ

せていただく。ことしはどうということも計画しているので、できないという。この

２点の、今後の教育部長としての見解をお聞きしたいと思いますけども、ひとつよろ

しくお願いします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

〇教育部長（山田展生） 

   殿井議員の御質問にお答えいたします。 

   まず、学園構想の件なんですけども、教育長の話にもありましたが、合併してから、

学校が統廃合、いろいろな面で学園の形が変わってきております。また、保育所につ

いても統合、小学校についても統合というような格好で、相当形が変わってきている

状況にあります。そこで、また改めて今後の課題といたしまして、中学校を基本とし

た地域の小学校、保育所の所長、校長、その他の教育委員会の中で議論を重ねまして、

今後の再編というような格好で、少し形を変えて考えていきたいなと思っております。 

   それと、オーストラリア研修でございます。オーストラリアの中学生海外研修でご

ざいますが、今年度はもう実施させていただいて、８月６日から８月２２日までこち

らの生徒が３０人、行くようになって、今、事前研修等を行っている最中でございま

す。また、いろいろな面で、今後の方向性等を考えた上で、アンケート調査を今、実

施しているところでございます。対象者につきましては、今まで参加した４００数名

の参加者、また保護者、今後行くであろう、今後対象になるであろう中学１年生の保

護者、中学１年生の生徒等にアンケート調査を実施しております。今、どんどんアン
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ケートの結果が入ってきている状況で、集計して、また報告させていただきたいと思

います。それによって今後の改善を加え、何らかの有効に使えるような格好で継続し

ていきたいと考えております。今年度の受け入れ態勢につきましても、実行委員会、

今までの参加者を中心に実行委員会を立ち上げまして、もう、１回目の実行委員会は

行ったんですけども、そのような格好で、より多くの人たちに受け入れるとき、海外

の人たちと交流できるように、受け入れの歓迎会等の実施を考えているところです。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   再度、この質問を何でさせていただいたのかということなんですけども、学園構想

についても、いろいろと組織的にちょっと欠陥があると。全体の会議もなされていな

いという、ちょっと突っ込んだ質問もさせていただきましたけれども、以後、議員と

いうのは無駄な一般質問はしていません。どういうふうになって、どういうふうにす

るかという、そういう大切な時間を拝借して、一般質問をさせてもらっています。そ

の点、教育長の答弁を求めましたけども、以後、そういうふうな改革をやって、どう

するか、どういうふうに持っていくかという会合はなされましたか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

〇教育部長（山田展生） 

   学園構想、今後どうするかということでの話し合いなんですけども、今まで校長会

も４月から定例で４月、５月、６月とあります。その校長会の場にもおいても、今後

の方向性をまた話していきたいということで、校長会のほうでは話を出しております。

また、保育所所長会につきましても、月の定例会があります。こういう話がありまし

たんで、今後、検討していただきたいということで、まだどうするという方向までは

行っておりませんが、今後、話はしていきたいということで、関係各位には投げかけ

ているところでございます。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   わかりました。なされていないということですね。僕の質問は、今後の対策につい

てなされましたかという質問なんで、ということは、今の答弁としては、なされてい

ないととったほうがいいんですね。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 
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〇教育部長（山田展生） 

   検討で、具体的な案については、まだ行っておりません。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   こういう何は大事だと思います。この前、教育長にもわざわざ足を運んでもらって、

その家へ、校長さんを連れて説得しにいってもらったんですけど、大変な怒りで、こ

れをどないしておさめたらええんか、僕も当事者の保護者から文句を言われて、どな

い思ってるんやっていうことで、ちょっと待ってくださいよって、すぐ教育長に電話

させてもらって、子どもさん、遠足やったか、遠足へ行ったけども、家へ帰ってきた

ら誰もいてへん。だから、鍵もかかっている。学童の関係の生徒さんです。何もつけ

ているんですね、学童関係の。そしたら、子どもは不安になりますわね、家へ鍵がか

かっている。先生も学童へ行っていることもわかっていながら、それを見過ごして、

そのまま徘回状態だと。今、北海道でも何なっていますんで、何もなかったから、今、

こうしてこういうふうな格好で、質問させていただけると思うんです。もし万が一の

ことがあれば、それは大変なことになっていると。大変な怒りで、一応、教育長に相

談して、校長先生を連れて、そこの家へ行って、一応わびて、そこの人が怒ってしま

って、教育長は家の中に入れてくれたらしいんですけど、校長、おまえ、帰れってい

うような格好で締め出しをくらったと。 

   そういう面もありますので、学園構想、小さい子ども、小学校から中学校、中学校

になったらある程度、判断できますけどね、小学校の１年生で遠足から帰ってきて、

学童関係でお願いしますっていうことを言うてるのに、そのまま先生が知らんと、家

へ帰ると、鍵がかかっている。入ろうに入られへん。そのまま家でじっとよういてや

んで、ほうぼう行ったっていう。もし事故とか、そういうことを望みませんが、そう

いう関連が出てきてどうのこうのになったら、えらいことになりますんで、そういう

点もあるんで、学園構想、保育所から中学生までの組織なんで、だからこの質問をさ

せてもらったんで、そういうことも部長の耳に入っていると思います。だから、この

質問が課長、部長への質問なんで、教育長に聞かんと部長にもお聞きした。だから、

やっぱりそういうのは大事な組織なんですから、そういうことを話し合える校長と教

育課のコミュニケーション、これを十二分にとっていただきまして、そういうことの

今後ないように、穏便に今回はおさまってよかったんですけど、その点、十分考慮し

てもらって、やっぱり質問を受けた以上、これは今後こうせんといかん、ああせんと

いかんということの質問だと思うんですけど、議員の質問というのは、だからそこら

をおろそかにせんと、やっぱり十二分に検討してやっていただきたいと。 

   だから、僕、なぜ最後に教育部長を残したかというと、全く昨年と同じ答弁なんで
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す。わかっていますね。同じコピー。やっぱり意気込みを問うてるんやから、そうい

う状況判断、ケース・バイ・ケースで答えをするのが当然やけど、一番楽でいいです

ね。僕もこの質問が一番楽でええんです。６０分とって、１６分、まだありますけど、

一言、二言の質問で全員の質問になるんで、ようさん時間をさかんでも、一番楽な質

問なんです。そやけど、大事な質問なんです。そういうことを考慮いたしまして、今

後十二分に検討していただきたいと思います。 

   企画課長には答弁を求めませんでしたけど、かなりきっちりした政策が出てきてい

ますので、答弁したかったら質問しますけど、もういいですか。 

   議長、これで質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   以上で、殿井尭君の一般質問を終わります。 

……………通告順２番 ３番（辻岡俊明）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   続いて、３番、辻岡俊明君の一般質問を許可します。 

   辻岡俊明君の質問は、一問一答形式です。 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   ３番、辻岡です。 

   ただいま議長から発言の許可をいただきましたので、一般質問させていただきます。 

   今回、私の質問は２件あります。１件は今年度、子ども議会取り組みについてであ

ります。もう１件は全国学力テストの結果公表についてであります。 

   まず、１件目、皆さん御存じのように、有田川町で初めての子ども議会が昨年開催

されました。選挙権年齢が２０歳以上から１８歳以上にと、７０年ぶりに引き下げら

れたことと相まって、実に意義深いタイムリーな企画であったと思っています。 

   初めての子ども議会を終えて、町長と教育長にその感想、所見をその後の議会で聞

いたとき、町長からは生徒の皆さんに政治に興味を持ってもらい、あるいは自分たち

が生まれた地域に興味を持ってもらうということは、今後の有田川町の発展には欠か

せないことであると思っている。今後の開催については、学校の運営等に支障のない

ように、校長先生方と相談しながら進めていきたいと思っているとの答弁。そして、

教育長からは生徒たちは学校で学習する議会のことを実際に体験し、有田川町のこと

で疑問に思っていることや、考えていることを質問したり、よりよい有田川町にする

ための提案をしたりすることを通じて、まちの仕事や議会の仕組みを理解する、体験

的学習のよい機会となり、議会がより身近なものになったと考えている。そして、石

垣中学校からの報告では、生徒たちが地域に関することを調べていくうちに、今まで

何となく思っていた地域に対する興味が高まって、地域の課題に対して何とかできな

いかというような気持ちが強くなってきた。また、生徒個々の発表する力がついたと
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聞いている。今後の開催については校長先生の意見も参考にしながら、前向きに検討

していきたいとの答弁をいただきました。 

   以上のような経過から、ことしも子ども議会が開催されると聞いていますが、こと

しの子ども議会は、いつどのような形で開催されるのか、町長及び教育長にお聞きし

ます。 

   続いて、２件目、全国学力テストの結果公表についてであります。子どもたちの学

力状況を把握するために、全国学力学習状況調査、いわゆる全国学力テストが平成１

９年度から毎年４月に文部科学省により実施されています。そして、その結果につい

ては、毎年８月下旬に都道府県別の状況について、文部科学省から公表されています。

都道府県内での公表については、当初、数字がひとり歩きしないようにとか、格差を

あおることのないようにとかの配慮から、学校別の公表は控えるようにとの文部科学

省の意向もあり、全国多くの市町村では公表が控えられたり、公表しても工夫がなさ

れたりしていました。 

   しかし、その後、文部科学省が結果を分析して、教育課題の改善策を示すことを条

件に、公表を解禁しました。県は県全体の平均正答率や教科ごとの課題を公表する方

針を立てて、公表しています。２年前の和歌山県の結果は、中学校の数学Ａ以外は全

て全国ワースト１０入り、中でも小学校の国語Ａでは全国最下位という、これまでに

ない不名誉な結果となりました。県もこの結果を重く受けとめ、いろいろな課題を明

示して、それらを克服するための教育施策を講じました。その成果は顕著ではないも

のの、よい方向にあらわれていると思っています。全国的には工夫を凝らして公表し

ている市町村が年々増加しており、公表を控えている市町村は当然のことながら減少

しています。有田１市３町の中では有田市と湯浅町が工夫を凝らして公表しています

が、我が有田川町と広川町は公表を控えています。有田市や湯浅町はもちろん学校別

の公表ではなく、市や町の平均と県平均や全国平均との比較と、その分析所見で、教

科の学習課題や地域の教育課題をホームページ上に公表しています。 

   そこで、教育長にお聞きします。教育委員会として、教育行政に責任を持ち、説明

責任を果たすという意味でも、町民に学力テストの結果も含めて教育施策の現状や課

題、成果を公表すべきと考えているが、公表についての教育委員会の方針なり、考え

はいかがですか。 

   以上、私の質問です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   辻岡議員の質問にお答えしたいと思います。 

   子ども議会についてのお尋ねであります。昨年、有田川町で初めての子ども議会、

石垣中学校を対象に行わせていただきました。大変皆さん方に感謝を申し上げたいと
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思います。生徒の質問も身近な道路問題から、子育て、福祉問題まで幅広く、とにか

く有田川町をよくするんだというような意気込みがすごく感じられて、大変うれしく

思いました。 

   このように生徒の皆さんに、繰り返すようですけれど、政治に関心を持っていただ

くというこては、選挙権も引き下げられた中で、非常にいいことだと思っています。

また、詳しいことは教育長に答弁させますけれども、ことしもやると聞いております。

できれば、学校の校長先生とも相談しながら、できれば、まず中学校、一回りやりた

いなと。それから、可能であれば、小学校の子どもたちの高学年の意見も、この場で

聞ける場があれば、聞いてみたいなという思いをしております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   辻岡議員にお答えいたします。 

   まず、子ども議会の取り組みについてでございますが、昨年、第１回の子ども議会

が町議会、町当局及び関係各位の協力を得まして、無事終了することができました。

心から御礼を申し上げたいと思います。 

   まず、意義につきましては、体験的な学習ができた、非常によかったという、大変

よかったなと私は思ってございます。そして、学校からも、非常に有意義な過ごし方

ができたということで、特に辻岡議員がおっしゃった、調べる力がついたなと。そし

て、発表する力というのもついたなということを聞いております。大変有意義な、い

ろいろな力がついたなということを聞いてございます。 

   そして、開催につきましては、子ども議会の開催に向けて、昨年から検討を重ねた

結果、今回は八幡中学校にお願いして、詳細について今、協議しているところでござ

います。参加生徒につきましては、２年生、３年生の生徒全員、２１名で行う予定で

ございます。基本的なことにつきましては、昨年同様、議会事務局のほうからレクチ

ャーをお願いしてるところでございます。内容については、学校と生徒たちに一任し

ているところでございます。開催日は８月４日、木曜日の午前中に予定しております。

皆様方の御支援、御協力をよろしくお願いしたいと思います。 

   また、全国学力学習状況調査の結果の公表につきましてでございますが、本町の学

校規模の地域性の違いにより、また小規模校においては、その結果が個人の特定につ

ながるなど、公平性に欠く事情があり、学校別の公表というのは行っておりません。 

   また、近年の学習調査の状況を見ますと、余りにも結果を重視し過ぎて、数値、デ

ータの比較のみ、マスコミ等の関心が集まり、まさに格差をあおる現状にあることか

ら、町の平均正答率も公表を控えているところでございます。本調査の結果はあくま

で学力という特定の一部分であり、この調査で得られたことが全ての教育活動の評価

にするものではないと考えておるところでございます。各学校では調査結果について
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分析、成果と課題を明確にして、全教職員が一丸となって指導方法の工夫、改善を生

かして、学力向上に努めておるところでございます。 

   また、保護者にも学級懇談会や学級便り、学校便りを通じて、子どもの現状や課題

を知らせ、保護者と学校が連携しながら、学習習慣、あるいは生活習慣の改善に取り

組んでいるところでございます。 

   なお、教育施策の現状や課題、また、その取り組みや成果につきましては、教育委

員会のホームページに掲載しておるところでございます。 

   本町では数値に一喜一憂することなく、有田川町の未来を開き、つくる主体として、

生きる力を身につけさせ、人を思いやり、協調しながら生きていく豊かな人間性と創

造性を備えた人間の育成を目指しております。今後も、学校の関連に向けた取り組み

に対しまして、教員の配置等の工夫、また教員の研修の充実等、必要な指導、支援を

行ってまいりたいと考えているところでございます。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   答弁、ありがとうございました。 

   昨年の子ども議会が終わってからの感想、この議会でも聞きましたけど、今回の私

の２件の質問は、教育は人づくり、人づくりはまちづくり、そういうことを基本に据

えて質問しています。 

   今、この議場で生徒が体験したことは、物すごく教育的に効果があったと私は総括

しています。去年のことを率直に、私の個人的な感想を言いますと、どんな形態で開

かれるんやろなということ、それに一番関心を持っていました。こんな形であったら

いいのにな、あんな形であったらいいのになって、私、子ども議会が始まる前に、先

輩である有田市の子ども議会をちょっと聞いてきました。そこでの課題、いろいろあ

って、一番大きな課題が、よかれと思ってやったことが、かえってやりづらかったと

いうのを聞いていました。それは何かといったら、有田市は各中学校の代表生徒を送

っている。それでやった。だから、日程調整から始まって、質疑の調整、いろんな打

ち合わせ、物すごく苦労した。だから、毎年、とてもやないけどできない。調整、調

整で係の人がそれに奪われてしまう。だから、結果的には有田市は３年に１回という

ふうな形態になっているんやと思います。これは想像ですけど。 

   その点、有田川町は石垣中学校、１校でやって、非常に校内でも調整等々がスムー

ズに行って、私、一番心配したのは、こんなことを中学校に負担をかけたら、授業

等々に物すごく支障があるんではないかと考えました。その点を終わってから、石垣

中学校の校長先生初め、かかわった先生方にちょっと聞いてきました。どんな意見が

あったかといったら、学校の校長先生なり、かかわった先生の言葉です。質問や下調
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べや相談は学級活動や総合的な学習の時間を利用したので、通常授業に支障を来すこ

とは全くなかった。生徒たちと一緒に考える場として大変よかった。地元愛、郷土愛

育成という面で、大変効果があった。子ども議会での要望が実現したことに、生徒は

大喜びをして、いわゆる達成感を感じていたようであった。これは、恐らく通学道路

を改修してくれたことを指しているんやと思います。最後に、議会体験ができたこと

は、何にもかえがたい経験となり、生徒に自信を持たせることができ、最大のメリッ

トとなった。これは校長先生、かかわった先生の感想であります。私もそう思ってい

ます。余り、ええことばっかり言わんと、ちっと悪いことはなかったんかと念のため

に聞きました。返ってきたことは、デメリットは特に思いつかないが、本番までの時

間がもう少しあればよかった。最初のことであったので、教育委員会からいつの時期

に中学校へ話を持っていかれたのか知りませんけれど、中学校としてはもうちょっと

時間があったら、もっと生徒と話し合って、いい質問なり、提案ができたのではない

かと、そういう意味であります。 

   ことしは八幡中学校ということを聞いて、これもよかったなと思っています。それ

はなぜかといったら、やはり人口問題等々で旧清水町、金屋町、吉備町でいえば、一

番地域的な課題を抱えたところにある中学校だと思っています。だから、その地域の

課題を中学生はどう見ているのか。それがどんな形で出てくるのか。そういう中学生

から出てくる意見を参考にして、私自身も大いに学びたいと思っていますから、非常

にいい選考であったかなと思います。そういう意味では教育委員会に感謝します。 

   先ほどの町長の答弁、教育長の答弁にありましたけど、これからも有田市と違って

３年に１度、４年に１度というのではなくて、毎年やっていってもらえるようなので、

本当に期待しております。この、子ども議会というのが生徒にとっては最高の授業の

場だと思っています。だから、きょう役場の新入職員が傍聴していますけど、これも

彼らは仕事を休んで来ていますけど、こっちのほうが物すごいええ勉強になると、私

は思っています。これからの町を支えていく方々であります。彼らは、恐らくほとん

どの人が初めて議会というものを見たと思います。この中で学んだこと、経験したこ

とは必ず大きな力になっていくと思います。こんな言い方は失礼ですけど、ここに居

並ぶ町長初め、執行部の方々は学校でいえば、どの教師よりも立派な教師やと思って

います。本当にそうやと思います。特に子どもなんかは、議会は絶対体験することは

できませんので、本当にいい機会を与えてやってくれて、ありがたいと思っています。

今後も毎年開かれることを希望して、この件の質問を終了します。 

   続いて、学テの公表についてであります。今、なぜ公表なのか。これは私の考えで

す。私も教育にかかわっていた関係上、この学テが始まった当初は、文科省の意見と

全く同じで、こんなことをしたら数字がひとり歩きして、また学校間格差をあおると

か、そんなことを物すごい心配しました。余り好ましくないことやな。ちょっと文科

省に知り合いもいてたんで、その狙いは何なのとか聞いたこともあります。その担当
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者はその狙いを明確に答えることはできなかったので、余計、これ、変なことになら

なければいいがと思っていたのです。全国的な状況を見ますと、ある都道府県で、違

いがありますけど、工夫を凝らして公表したりとか、そうこうする中で、文部科学省

も教育課題とか、地域の学習課題、そういうものの改善策をちゃんと明示して公表す

るのであればよしとした。今日を迎えております。 

   その後、公表するところがふえているわけですけど、なぜ公表せんなんのか。ちょ

っと考えたことがあります。いわゆる公教育、我々議員は私人であり、公人でありま

す。公にかかわっている。歴史的に公にかかわることは公表が原則ですね。年貢とか

税とかがありますね。どちらも租税の一形態でありますけれど、前近代では年貢とい

うのは、調べてみますと平安時代からこの言葉が出てきますけど、一番定着したのは

江戸時代かなと思います。昔の税金、年貢と税は大きく違いますね。どこが違うのか

といったら、明治になって税というのが出てきたんですけど、近代になってから。年

貢というのは、そのときの主権者というか、殿さんが恣意的に何とでもできたんです

ね。例えば、紀州５５万石、この５５万石というのは紀州藩から上がる米の量、何も

かも、魚類も農産物も全部、米本位制ですから、米に換算して勘定したようですけど、

５５万石のうちどれだけを殿さんがとるか。配分は３公７民とか、４公６民とか、５

公５民とか、いろいろ殿さんの恣意で決まったようであります。しかし、５公５民、

５取り上げて、５生産者に返す。こうやったときには一揆が起こったそうであります。

だから、ええとこ、３公７民、３割だけ殿さんが召し上げるという。その使い方につ

いては一切公表しておりません。当たり前です。恣意的に何とでもできるんやから、

ただ近代になってから国民の代表で選ばれた議会ができた。議会でルールをつくって、

そして税を取り立てるようになりました。だから、税というのは公表する必然性があ

るんです。だから民主国家であればあるほど、こうやって税金の使途等々はちゃんと

開示され、公表されています。ちゃんと使われているかどうかをチェックするのが

我々議員の仕事であり、もっとこんな使い方を考えたほうがええん違うかというのも

議員の仕事やと思っています。 

   正答率云々については、私、去年の質問のときにも正答率を上げるための教育委員

会としての努力なんか、そんなもん別に必要ないと言いました。そんなことで上がっ

たから、下がったからといって、一喜一憂する必要はない。それは教育委員会も同じ

見解でした。ただ、私が言ったのは、それに関連して、全国の読書率というのがある

んです。児童、生徒がどれだけ本を読んでいるかという。その読書率と学力というの

か、そういうものは非常に相関関係が強いということがわかりまして、２年前の読書

率は大阪府が最下位、４７位。和歌山県はその１つ上の４６位でありました。教育委

員会には具体的には読書率を向上させるような取り組みをしていただけたらというこ

とを言いました。幸い、我が町は絵本によるまちづくりを目指しています。乳児、幼

児のころから、まず本になれ親しみ、その次は漫画とか、雑誌、最終的には文庫本と
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か小説、そういうことを狙っているんやと思います。 

   なぜ、読書を勧めるのかというたら、これはアメリカの調査ですけど、ビル・ゲイ

ツというマイクロソフトの創始者がいますね。世界で１、２の大富豪であります。彼

は物すごい会社を今もやりくりしている中で、物すごい超多忙であるのに、毎日３０

分以上の読書をやっているようであります。そんなことを見てみますと、アメリカの

大富豪と言われる人は、ウォーレン・バフェットとか、実業投資家ですけど、この人

もやっぱり１日何時間も読書をやっている。高収入のビジネスマンを調べたら、何と

２０歳、３０歳代のビジネスマンが月に０．２６冊、平均ですけど、本を読むそうで

す。３０歳代で年収３，０００万円の人は月に９．８８冊、約１０冊読んでいるそう

です。普通のビジネスマンの３８倍の読書量。先ほど言いました、ビル・ゲイツは１

日に３０分以上の読書を毎日やっているらしいんですけど、アメリカで年収３００万

円前後の人たちの中で読書の時間が３０分以上の人は２％だそうです。年収３００万

円といったら、日本でいったら、大体想像がつくと思います。アメリカの年収３００

万円のビジネスマンですね。毎日、３０分以上読んでいる人というのは２％、それに

対してビル・ゲイツは３０分以上、毎日読んでいるそうです。ちなみ、ビル・ゲイツ

に関連して言えば、大富豪であることは間違いないんですけど、自家用機も持ってい

るそうです。世界中を飛び回りますけど、全部自家用機は自分の金でやっているそう

です。会社の金を一銭も使わない。時々、会社の用事で他国へ行くときに、二、三時

間の飛行機では絶対エコノミー、ファーストクラスをとらないそうです。これは有名

な話ですけど、あるときに社員がビル・ゲイツにファーストクラスの切符を持ってき

たけど、物すごく怒られたそうです、その社員は。また、ホテルもスイートルームは

絶対使いません。どこかの知事とえらい違いです。彼は宿舎に関して、要求するのは

ベッドとパソコンの端末があればいい。その２つだけ。それさえあれば、どんなにぼ

ろぼろでもいい。それぐらいの人です。それぐらいの人が大金持ちになっている。学

ぶことが多いと思います。日本で言えば、徳川吉宗に相当するような人かなと思いま

す。 

   ちょっと元へ戻りますけど、教育といったら何なん。有田川町の教育行政に責任を

持っている部署というのは教育委員会です。だから、教育は何であるか。私、教育は

人づくり、人づくりはまちづくりと言いましたけど、では具体的に教育、何か。私な

りに、教育というのは英語でエデュケーションと言います。もう１つ、先へたどれば、

ラテン語でエデュカティオ、これは引き出すという意味を持っています。エデュカテ

ィオ、引き出す。だから、教育というのは引き出す行為なんです。何を引き出すんか

といったら、生徒に知力とか、体力とか想像力とか、いろんな力を与えて、生徒の力

を引き出す。教えることが教育だと思っている人が多いけど、そうじゃなくて、教育

というのは引き出す、それらの力を引き出すことなんです。だから、学力調査もいい

んですけど、一喜一憂する必要はないというのはそこにあるんです。だから教育とい
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うのは引き出す。 

   だから、自分の力で引き出せる人もあるし、人の力を借りて引き出してもらう人も

あるし、一般に世の中で博士と呼ばれる大研究家とか、先ほどのビル・ゲイツとかそ

ういう大企業の会長さん、社長さんというのは自分で引き出す力を持っているんです。

しかし、ほとんどの人間は私も含めてですけど、引き出してもらって初めて力が出て

くるんです。だから、学校で教師の役割といったら、生徒の持っている力、生徒みず

からもわからない力を引き出してやること、これが教育です。と私は思っています。 

   だから、それに一番手っ取り早いのがみずから本を読む。最初は絵本。その次は漫

画、その次は雑誌、最終的には文庫本、一般書です。そういうものを読んでいただき

たい。そういう力が自然とついてくるんではないかと私は思っています。 

   最後に教育委員長にお伺いします。ビリギャルって聞いたことありますか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育委員長、堀内千佐子君。 

○教育委員長（堀内千佐子） 

   ございません。 

○３番（辻岡俊明） 

   そうですか。ビリギャルというのは、去年、本にもなり、映画にもなった有名な物

語です。どんな物語かといったら、ある私立高校の常に成績がビリ。 

（「知っています」と堀内委員長呼ぶ） 

○３番（辻岡俊明） 

   知っていますか。それを主人公にして書いた小説であり、映画です。映画をごらん

になりましたか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育委員長、堀内千佐子君。 

○教育委員長（堀内千佐子） 

   映画は見ておりません。 

○３番（辻岡俊明） 

   ちょっと残念ですけど、それだけ注目を浴びる内容であったんで、高校３年の時点

でどれぐらい学力が低かったかといいますと、聖徳太子ってありますね、それを彼女

はセイトクタコと読んだんです。そんなレベルです。だから常に学力、ビリ、ビリグ

ループ。そんな少女が一念発起、慶応大学に合格したんです。慶応大学を受験すると

いったときに周りからあほにされて、ばかにされて、それでも彼女は学校の先生では

なくて、これはちょっと残念なんですけど、塾の講師とめぐり合って、その塾の講師

が彼女の能力を引き出すんです、１年かかって。１年後、見事に合格したんです。涙

あり、笑いあり、山あり、谷ありの感動的な映画だった。一度、今、ＤⅤＤももう出

ていると思うんで、一度見てください。必ず感動すると思います。教育的に教えられ



 

－５９－ 

ることが多いです。だから、小中高校生だけではなくて、全国の児童、生徒を持つ親

御さんもようけ映画を見たんです。私も和歌山へ見に行きました。やっぱりそのとき、

親子連れでよく来ていました。感動的な映画。そこで、その塾の講師が、みんなにば

かにされるような、能力のないと思われていた子の能力を引き出した。そこがやっぱ

りメーンです。ここはやっぱりみんなを引きつけるんやろうなと思いました。物すご

く教えてくれるものが多い映画でありました。 

   最後に、この学テの公表について、教育長、今後どのようにしていくか、お聞きし

ます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   今後の公表につきましては、県と国の動向を見まして、私ども教育委員会で決める

ということは今はできないんです。総合教育会議というのがございまして、町長と部

長も含めました会議がございます。そこでもう１回検討させていただきたいというふ

うに思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   最後に状況だけ言うときます。和歌山県内で１地区だけ学校別で公表しているとこ

ろもあります。それが現実です。教育長は知っていると思いますけど。 

   以上でもって私の質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   答弁は結構ですか。 

○３番（辻岡俊明） 

   はい、答弁は結構です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   以上で辻岡俊明君の一般質問を終わります。 

   しばらく、休憩します。 

   午後１時から再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １２時０５分 

再開 １３時０２分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（佐々木裕哲） 

   再開します。 

   一般質問を続けます。 



 

－６０－ 

……………通告順３番 ８番（岡 省吾）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君の一般質問を許可します。 

   岡省吾君の質問は一問一答形式です。 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   ただいま、議長から発言の許可をいただきましたので、通告に従いまして、８番、

これより一般質問をさせていただきます。 

   今回、私の質問は大きく３つのテーマにわたって質問いたします。 

   まず、選挙権年齢の１８才以上に引き下げる公職選挙法改正に関連してということ

と、日本一の山椒の里今後の振興策について。そして、公共交通機関の今後のあり方

についてということでお聞きいたします。よろしくお願いいたします。 

   まず、第１点であります。選挙権年齢の引き下げの件でありますけれども、先ほど

の辻岡議員さんの質問と重複する点がございますが、質問させていただきます。この

件につきましては、昨年６月の国会で公職選挙法改正案が可決され、現行までの２０

歳以上選挙権から、１８歳以上選挙権へと年齢が引き下げられたものであります。法

改正後、直近の選挙はこの６月に公示される参議院議員選挙がその適用となりまして、

今回の法改正により全国で新たな有権者が約２４０万人ふえるとされております。こ

の１８歳選挙権の目的は、若者の政治意識を高め、将来を担う若い世代の声を今後、

これまで以上に政治に反映させるということにあるとされております。 

   世界に目を向ければ、１８歳以上から選挙権のある国は世界中で約８割もあるとい

うことで、世界的な感覚からいえば、１８歳以上の選挙権はごく当たり前のことなの

かもわかりませんが、日本では今回の参議院選からの導入ということで、若者に向け

た投票行動の呼びかけやアクションなど、まだまだで、これからの感は否めません。 

   現状はこのように私自身は感じているわけでありますが、今後は日を追うごとにだ

んだんと浸透していき、近い将来には１８歳以上選挙権はそれが当たり前の選挙スタ

イルに変わっているものと思われます。選挙権を得られることはまことにすばらしい

権利であります。新たに選挙権を有した皆さんには、この参議院選挙において、ぜひ

このすばらしい権利を行使いただき、投票所に足をお運びいただいて、清き１票を投

じてもらいたいと思うところでございます。 

   そこで、まず今回の法改正によって、有田川町ではこの参議院選で新たな有権者と

して対象となるのは何名になるかをお示しいただきたいと思います。 

   また、今後は若者の政治に対する関心を深めなければ、投票行動に結びつけること

は難しいのではないかと思います。今回の改正では満１８歳の方に選挙権が付与され

ますから、対象者の中には高校生も含まれます。高校の授業では当然、今までも公民

の授業で政治の仕組みに関することや、今回の参政権のことなどを学ばせる機会は多
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いことだと思いますが、小中学校での学ぶ機会はどうなっているのでしょうか。以前

まで、町内数校の中学生の皆さんが、教員引率のもとこの議会、一般質問を傍聴にお

越しになることもございました。また、昨年の８月７日には、同僚議員の一般質問で

の提案も相まって、第１回有田川町子ども議会が開催され、ことしも８月４日に第２

回有田川町子ども議会が開催される運びとなっております。昨年、第１回目が石垣中

学校３年生の皆さん、ことし第２回目は八幡中学校、２、３年生の皆さんがこの議場

で町長を初め、執行部に質問を発表されるということであります。 

   このような取り組みは議会を身近に体験できることはもちろんのこと、おのおのの

生徒が子ども議会に向けて質問内容をよく調べ、話し合い、まとめ上げるという一連

のプロセスは本当に意義深いものであると思われます。また、何より、子どもたちに

とって、かけがえのない貴重な経験として、いつまでも心に残る体験であり、政治に

対して関心を深められる、１つのすばらしい教育の一環であると、昨年の子ども議会

を傍聴させていただきながら感じました。今後も第３回、第４回と続けられたく、や

はりこのような政治にかかわる教育は今後ますます大事になってくると思う中で、議

会傍聴、子ども議会を含め、その他政治に対する関心を深める教育に、今後どのよう

に取り組んでいかれるのか、教育長の考えをお聞かせください。 

   また、未成年者が参政権を持つことにより、さまざま心配する点もあるようでござ

います。特に本人が知らず知らずのうちに、公職選挙法違反を犯し、摘発されること

がないかなどの声がよく聞かれます。最近はネットでの選挙運動も解禁されておりま

すが、これも合法、違法のラインがなかなかに複雑で、気をつけて活用しなければな

りません。それら一例ではありますが、その他、特に問題点であるとか、注意喚起し

なければならないなどの憂慮している点をどのように捉えられ、把握しているかお聞

かせください。 

   続きまして、２点目の日本一の山椒の里今後の振興策についてということで、質問

いたします。有田川町には全国に名を誇っている農作物として、有田ミカンとぶどう

山椒がございます。有田川町の基幹農業を支えている二大産物でありますが、今回は

ぶどう山椒について取り上げさせていただきます。清水地域はぶどう山椒を作付する

のに最も適した風土で、申すまでもなく、ぶどう山椒の名産地として、その生産量は

長らく日本一だと言われております。清水のぶどう山椒は粒が大きく、香りも強いこ

とから、品質についても極上品であるとされております。山椒の収穫は５月中旬ごろ

に実山椒として収穫されるものと、６月下旬から収穫が始まる乾山椒と、年に２回収

穫されます。実山椒は主につくだ煮や煮つけなどに使われるもので、乾山椒は乾燥さ

せて香辛料や漢方薬に使用されます。昨年、平成２７年度の生産量は清水地域では生

産農家さんが現在２５０軒おりまして、実山椒が約１０トン、乾山椒が約７０トンの

合計で約８０トン、金屋地域では生産農家さんが３００軒おりまして、実山椒が約３

８トン、乾山椒が約１４トンの合計で約５２トン、吉備地域では生産農家さんが５０
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軒の実山椒のみで約７トンということで、有田川町全体の農家さん６００軒が生産し

た昨年の年間生産量は約１４０トン弱であったとお聞きいたしました。山椒を乾燥さ

せますと重量が軽くなりますので、実質、生身の換算量では、生産量は３００トンを

超えるとのことでもあります。 

   このように年間の生産量も多いわけでありますが、しばらく前から山間地では山椒

収穫の取り手不足、園主の高齢化、後継者不足による耕作放棄農地の問題が各地の産

地やＪＡ関係者皆様の中でも頭を悩ます問題となっております。現在では近隣の紀美

野町や海南市におきましても山椒生産が盛んになりまして、年々の出荷量も有田川町

と競い合うように伸びてきているのが現状であります。このまま耕作放棄地がふえま

すと、出荷量も落ち、今まで全国に名をはせてきた日本一の山椒の里という称号も言

えなくなるのではないかと危惧いたします。この問題は行政だけではなく、生産地域

の皆さんやＪＡの皆さんと連携を密にして考えなければなりませんが、高齢化でやむ

なく廃園にしなければならない農地を守る方策を考えられないかと思うわけでありま

す。この点について、町の見解をお聞きいたします。 

   次に、山椒の販路拡大についてでございますが、山椒の販路につきましては、ＪＡ

がその窓口に立ってやってくれておりますので、直接、行政がかかわるということで

はございません。側面からどのような応援なり、携われるかということであります。

山椒はその性質から実山椒にしても、加工した粉山椒にしても、個人家庭が大量に消

費できるというものではございませんし、特有の風味で苦手な方も多く、嗜好の違い

で残念ながら万人受けするというものでもないと思われます。そのような側面ではあ

りますが、地域の飲食店や山椒料理を研究されている団体の皆さんなどが、日夜、山

椒を使った料理の開発や研究をされ、ネットやメディアなどを通じて、大々的にＰＲ

されておりますこと、まことに力強い限りでございます。 

   また、やはり、販路の面からいたしますと、大量に取引してくれる大手の調味料加

工会社や漢方薬の加工会社の存在がありがたいところであります。そんな中、亀田製

菓の企画で全国のご当地産品と、長年にわたり人気のある柿の種のコラボ企画で、前

回に引き続いて、ぶどう山椒が全国皆様から圧倒的な支持を得て、投票の結果、見事

１位に輝き、限定的ながら商品化されることになりました。この柿の種が定番商品に

なってくれることを祈るわけでございますが、生産農家の皆様も山椒づくりに意欲を

高められる結果になりましたこと、うれしい限りでございます。 

   また、最近では海外、とりわけヨーロッパのほうでも、この山椒のよさが見出され、

１つのブームになっているという報道も耳にいたしました。それらの功績は山椒にか

かわる全ての関係者皆様の御尽力のたまものと敬意を表します。 

   このように、山椒を取り巻く環境に追い風が吹いていると感じているところ、ここ

はトップギアでさらなる販路拡大に乗り出すときではないかと思うわけであります。

行政とＪＡ、関係機関とが連携を密にしながら、山椒販路の拡大について、新規開拓



 

－６３－ 

など、今後の展開をどう考えておられるか、その方針をお聞かせ願いたいと思います。 

   最後、３点目でございます。公共交通機関の今後のあり方についてということであ

ります。長年、有田鉄道さんが過疎地の交通難を補ってくださり、路線バスを運行い

ただいております。この路線バスは過疎地にとりまして、特に運転免許証を持たない

方や免許証を返納された高齢者皆様には欠かすことのできない交通手段となっており

ます。しかし、人口の減少に伴うバスの乗客数の減少が、その路線バス事業の経営を

厳しくされているとのお話も伺います。この状況は今に始まったわけではなく、かな

り前から続いておりまして、過疎地域の交通難所地に向けた、路線バス運行補助金の

国庫補助を入れても、ごく一部の損失を補填するだけで、厳しい経営状況は全く変わ

らないということであります。このまま厳しい運行状況が続き、改善が見込めないと

いうことになりますと、会社といたしましては、当然のことながら、会社の行く末を

考え、この路線バス事業の縮小や、これは過疎地にはかなりつらいことではあります

が、完全撤退という道を模索されることになると思われます。 

   地域といたしましては、撤退というような最悪の事態を招かないよう、切に願うわ

けであります。この件につきましては、有田鉄道さんと町行政が何度もその方向性に

ついて協議されているともお聞きしております。その協議を踏まえて、今後の方向性

についてどうなっていく予定でしょうか。また、安定して継続できるよう対応された

いと思いますが、どうでしょうか。 

   最後に、山間過疎地が置かれている公共交通機関のあり方を総合的にどう考えてお

られるかお聞かせ願いまして、この壇上での私の一般質問を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   岡さんの御質問にお答えしたいと思います。 

   まず、１点目の選挙年齢が１８歳に引き下げによる公職選挙法の見直しに関連して、

法改正による有田川町で新たに有権者としてどのぐらいあるのかというお話でござい

ますけれども、今回の法改正によりまして、現在、有田川町の住民基本台帳に登録さ

れている方で、今回の参議院選挙において新たに有権者となる見込みの方は６月９日

現在で５７３名であります。 

   議員が御心配されていますとおり、未成年者が投票権を持ったことにより、公職選

挙法に抵触する事態も考えられます。県の選挙管理委員会においては県内の全ての高

校に対し、お話講座を開催し、選挙の仕組みや選挙運動の年齢制限などについての説

明を実施しており、有田地域の高校については３月１６日から１８日にかけて実施さ

れました。このとき、有田中央高校においては模擬投票などの指導教育も行われたと

ころであります。高校３年生では選挙権のある子どもと、ない子どもが混在しますし、
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スマートフォン等のインターネット環境の普及などで知らず知らずのうちに選挙運動

にかかわってしまう場合も考えられますので、町としましては公職選挙法で摘発され

ることのないように、やってはいけない行為などの周知をするため、啓発冊子を未成

年者に配布いたします。 

   約半分が、選挙権を持っている子と、選挙権がない子があるんで、現在、スマート

フォンで盛んにやりとりする中で、選挙権のない子が選挙運動をすれば、摘発される、

選挙違反になるということで、そこら辺が非常に心配するところでございます。 

   それから、２つ目の日本一の山椒の里、今後の振興策についてのお尋ねがありまし

た。高齢化による耕作放棄地の今後についてでございますけれども、耕作放棄地がふ

えている問題につきましては、山椒だけではなく、ミカン、トマト、あるいは水田

等々、全ての農家において後継者問題も含めて、耕作放棄地がふえているのが現状で

あります。国においても耕作放棄地の増加を抑えるための対策として、中山間地域直

接支払交付金や多面的機能支払事業などにより、支援を行っていますけれども、問題

の解決には至っておりません。また、耕作放棄地を耕作したいと考える人に貸してい

く、農地中間管理事業も進めていますけれども、農家からの利用者は少なく、この事

業につきましても、耕作放棄地の歯どめには至っていないのが現実であります。 

   今後、農業の持続的な発展のためには、担い手の確保、育成と合わせて、農地の集

約、集積による経営規模の拡大及び現在進めている空き家対策事業等で移住してこら

れた方々の新規就農を同時進行していかなければならないと考えています。 

   山椒は実が軽量で収穫には大きな力を必要としないことから、経験のない移住者や

定年帰農者にも収穫の一端を担っていただけるものと考えます。また、現在地元農家

の中には栽培から加工、販売、販路開拓と、積極的にブランド化を進め、順調に生産

販売を行っている農家もおられることから、子育て世代のＩターン者には山椒の栽培

と、それを活用した商品の開発、販路の展開等、若さを生かした新しい考えで、新た

な農業の開拓を進めていただきたく、地域の高齢化の歯どめや、活性化につなげ、耕

作放棄地の解消に努めていただきたいと思います。 

   なかなか、山椒地域、高齢者ばかりの方が多い地域であります。耕作放棄地をどう

するのかという話、非常に難しい問題だと思っています。仮に、あと２０年もすれば、

今の体系ではほとんどの集落の栽培が不可能な状況になってくると思います。ただ、

都会からの若者が今、農業をやりたいという方が非常にふえてきていますけれども、

やっぱりネックになるのが、そこへ来て果たして生活していけるんかというような大

きな課題であります。私も時たま、地域のほうへ行って、これからの農業というのは

ここら辺やったら、農業法人か何ぞを立ち上げて、複合的な農業経営をやらんと、も

うあかんの違いますかという話をさせてもらいます。残念なことになかなか、その地

域にリーダーとしてやってくれる人が今のところ見つからないというのが現状です。

山椒はもちろんのこと、水田もたくさんこれから余ってくると思います。これを生か
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して抑制野菜とかいろんな、もちろん米もそうですけれども、抑制野菜等々をつくっ

ていけば、かなり有利な農業経営ができるん違うかなということで、そういった指導

もこれからも諦めずにやっていきたいなと思っています。 

   続いて、２点目の販路拡大でありますけれども、ＪＡや個人経営者がそれぞれ頑張

っておられますので、町といたしましては山椒の認知度アップに重点を置いて、取り

組んでまいりました。山椒の収穫時期には役場への問い合わせの電話が多く、メディ

アにも、ぶどう山椒を取り上げていただいており、知名度も向上していると感じると

ころであります。近年、ヨーロッパでも山椒は日本のスパイスとして脚光を浴びてお

り、日本国内だけではとどまらず、外国での消費拡大も目指し、県食品流通課との協

議を重ねており、この現状を農家はもちろん、一般町民の方々にも知っていただきた

く、広報ありだがわ６月号でも特別に特集を掲載したところであります。 

   また、有田川町ぶどう山椒の認知度アップのために、東京、名古屋など、都市部で

行われる各種イベントにも参加し、ＰＲに努めております。春先には亀田製菓の柿の

種、ご当地選手権がございまして、見事今回も１位を獲得となりました。１０月３日

より期間限定で全国販売される予定となっています。２年前にも柿の種、婚活プロジ

ェクトでも１位となり、一躍盛り上がりを見せていましたが、予定販売期間の終了後、

再度販売されることがなかった中で、今回の１位はストーリー性の面からも十分知名

度アップになると確信しております。また機会があれば、亀田のほうへ行って、期間

限定やなく、１０月３日から販売すると聞いているんやけど、できるだけ通年で販売

してくれんか。前のときも非常に期間が終わった後、全国からすごい続けてやってほ

しいという要望も来ちゃんのやという手紙もいっぱい見せてくれました。できるだけ

通年販売してもらえるように、これからまた亀田さんのほうにもお願いしにいってき

たいなと思っております。 

   また、先日のテレビで、なぜか海南市の個人の家が山椒のことで映っていましたけ

れども、ヨーロッパのほうでも非常に山椒が現在、見直されて、これはすばらしいス

パイスやっていうことで、チョコレートを入れたり、パンにまぜたり、いろんな方面

でこれから利用されていきそうな感じがしますので、これまた県の食品流通課とも協

議しながら、できるだけ販路拡大に努めてまいりたいと思います。 

   それから、３つ目の御質問の、公共交通のあり方についてでございます。平成２８

年１月に口頭で民間事業者から、平成２９年４月より有田川町の全ての路線バスの廃

止も含め、抜本的な見直しを行いたいという旨の話がありました。町としましては、

住民生活の大事な公共交通であるため、続けてほしいと申し出をしました。全面的に

補助金等の見直しを検討することで、平成２９年４月以降の廃止については現在のと

ころ取り消してもらっております。そして、現在、民間業者と補助金、運行路線等に

ついての協議を進めております。町としましても、今後、国、県、運輸支局等のアド

バイスをもらいながら、平成３０年４月以降の運行についてコミュニティバスも含め、
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路線バスの見直しを進めていきたいと考えております。 

   次に、山間過疎地がおかれている公共交通機関のあり方を総合的にどう考えている

のかということでありますけれども、路線バス、タクシーは山間過疎地における不可

欠な公共交通手段であり、地域のニーズに応じた生活交通を確保することが必要であ

ると考えています。そのため、公共交通の交通不便地域などにおいて、路線バス、コ

ミュニティバス、観光施設巡回バスなどの交通体系の見直しを図り、交通手段の確保

に努めてまいりたいと思います。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   岡議員の質問にお答えいたします。選挙年齢が１８歳以上に引き下げられる公職選

挙法の改正に関係して、義務教育の場で小中学校の生徒の関心を高める教育、今後ど

う取り組まれるかということについてでございます。まず、小中学校の学ぶ機会につ

きましては、小学校では６年生、中学校では３年生の社会科において、公民という分

野で学習を行っております。自分たちの生活と政治との関係や、その仕組みについて、

地方自治法を具体例として学習いたします。その後、三権分立、憲法等、国の仕組み

についても学んでいきます。また、選挙制度についても現在の制度が確立されるまで

の経緯や、投票しない人がふえているという問題などについても学びます。自分たち

の願いを実現し、暮らしをよくするために、自分たち一人一人が政治に関心を持ち、

投票することで政治に参加していくということが大切だということを学んでおるとこ

ろでございます。 

   なお、小中学校の授業では公民の教科書による授業と、学習指導要領による取り組

みを行っているところでございます。町の取り組みといたしましては、議員のおっし

ゃるとおり、子ども議会の開催、議会の傍聴などにより、子どものころから地域に、

また議会に興味を持ち、地域の課題を考える力を養っていくことなどで、自然と地域

愛が生まれ、政治に興味を持つようになり、投票行動につながっていくのではないか

と期待しているところでございます。 

   このような取り組みについては、今後も継続していくよう、各方面に御協力を願い

ながら取り組んでいきたいと考えております。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   私から山椒生産に係る過去５カ年間の栽培面積及び生産農家数、生産量の推移につ

いて概略を御説明させていただきます。 
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   まず、栽培面積につきましては、平成２３年度から平成２７年度までの５カ年間で

１０４ヘクタールから９８ヘクタールとなっております。６ヘクタールの減少となっ

てございます。ただ、栽培面積の算出につきましては、生産量から逆算した数量と聞

いております。正確な栽培面積の把握はできていないのが現状であります。ＪＡの担

当者の話によりますと、過去５カ年間で少しずつ減少しているのは明白であるという

ことであります。 

   次に、生産農家数につきましては、平成２３年度の８１０戸から段階的に減少しま

して、平成２７年度には５７０戸となっており、過去５カ年間で２４０戸の減少とな

っております。減少率につきましては、７０．４％でございます。 

   最後に生産量につきましては、乾燥するまでの生換算の量でお答えいたします。平

成２３年度３１６トン、平成２４年度につきましては３２７トン、平成２５年度につ

きましては２２８トン、平成２６年度につきましては３２９トン、平成２７年度につ

きましては３０８トンと、平成２５年度を除きまして、毎年３００トンを上回ってお

ります。５カ年間でいきますと、大きな増減はさほどないものかと思われます。 

   以上のように、栽培面積、生産農家数、生産量の過去５カ年間の実績を見る限り、

生産農家数は大きく減少していますが、栽培面積、生産量については大きな減少は見

られないところであります。しかしながら、栽培面積等も少しずつ減少しているのは

明らかでありますので、関係者の皆様方と今後の対策につきまして、さらなる協議を

重ね、日本一の山椒の里の維持に努めなければならないと考えております。 

   続きまして、山椒の認知度アップについて、今までメディア等に取り上げられた代

表的なものを紹介させていただきます。まず、１つ目は１月にフランスの代表するパ

ティシエのフレデリック・カッセル氏が開発いたしました、ぶどう山椒を用いたチョ

コレートが東京、京都、フランスにおいて発表されております。それから、亀田製菓

からは手塩屋ミニだし山椒味というせんべいでございます。４月から２カ月間の限定

で全国販売されるなど、食品を通じての認知度もかなり高まっております。雑誌等へ

の掲載につきましては、４月に道の駅あらぎ島、７月、８月にはかんじゃ山椒園が取

り上げられ、紹介されております。テレビでは６月にＢＳジャパン、石ちゃんの知ら

ないニッポンのまいうースペシャルという番組に、粟生、それから遠井地区のぶどう

山椒畑、それから、かんじゃ山椒園が紹介されております。９月にはテレビ和歌山で

ピリリ王国参加店といたしまして、赤玉、あさぎり、田舎カフェかんじゃの３店が紹

介されるなど、露出の機会も最近は数多くなっております。 

   産業振興部といたしましては、関係者の皆様方とこの機運の盛り上がりを絶やすこ

となく、今後の生産販路の拡大へとつなげてまいりたいと考えておりますので、今後

ともお力添え、よろしくお願いしたいと思っております。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 
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   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   再質問ですけれども、言いたいことは１回目のところで大方申し上げたので、また

答弁も丁寧にやっていただきましたので、余り再質問というのはありませんけれども、

若干させていただきます。 

   １点目の、選挙権の年齢引き下げの件でございますけれども、まず教育長にお聞き

いたします。先ほども申しましたけれども、辻岡先生もおっしゃいましたけれども、

子ども議会というのは本当に意義深い、大変いい取り組みだと思っておりまして、こ

としも第２回目の子ども議会が開催されるということで、また傍聴に来たいなと思っ

ております。できたら、先生のやる気というか、取り組む熱さというのが子どもたち

に教えていく中で大事かなと思うわけでございますけれども、できたら先ほど町長も

答弁されておりましたけれども、偏った中学校だけじゃなくして、網羅できてずっと

輪番制でやっていけるな取り組みでやっていけたらなというのは個人的に思いますけ

れども、第３回、第４回に向けて、具体的に、その方向性について、子ども議会の開

催、どう考えておられるか、あればちょっとお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   今後の、子ども議会のことだと思っております。今後の、子ども議会につきまして

は、毎年開催したいと思います。各中学校にわたれば、いろんな打ち合わせで、いろ

んな教育課程とか、いろんな影響があると考えております。そのために１つの学校の

どのクラス、１つの学校の、こういう単位で開催していきたいなと、そういうふうに

考えているところでございます。 

   いろんな学校の負担、あるいは生徒の負担などを考慮しながら、校長会とも相談し

ながら、今後進めていきたいなと、そういうふうに思っているところでございます。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   ただいま、学校と連携をとりながら、学校の意見も聞きながら進めていかれるかな

というふうに思うんですけども、小学校や中学校の教育の中で公民の分野の学習の中

でしていくということをお聞きしておりますけれども、各学校が共通の、同じような

中で学習できるように、指導要領のガイドラインみたいなものがあって、それをもと

に進められているのか、それとも学校別にやっているのか、そこら辺はどないなって

いるか教えてください。 

○議長（佐々木裕哲） 
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   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   小中学校の、この分野につきましては、今、文科省、県ももんでいるところでござ

います。今、かなり報道で主権者教育というのが非常に取り上げられております。主

権者教育とは何ぞやということですけども、これは社会参加に必要な知識、技能、価

値観を習得させる教育でございます。これをずっと浸透していって、トータルのガイ

ドラインというのも、また出ようかと思います。これから、そういうのをこれからや

っていこうというのが教育に対する教育だと私は考えるわけです。これからの話だな

と、そういうふうに思っておるところでございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   さっき、町長の答弁の中で、公職選挙法違反で摘発されないようにするために、啓

発冊子を未成年者の有権者に対して配布するという答弁があったと思うんですけども、

非常にこの内容について私自身も興味がありますし、どういうものかなというのがあ

りますので、関心がありますので、ぜひ議員さんにも配付していただけたらなと思い

ます。また、この冊子をどのような時期に未成年者の有権者の皆さんに配布されるか、

予定がありましたら教えていただきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   ただいまの岡議員の御質問にお答えさせていただきます。 

   今、現在、その冊子につきましては６００冊購入して、新有権者の方に送る準備を

もう進めておるところではございますので、近日、また送ることになれると思います。

議員各位の皆様にも１部お渡しできるようにはさせていただきます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   また、その冊子を見せていただきたいと思います。 

   若い世代の投票率がなかなか上がらんということで、若い人の投票率を上げるとい

う取り組み、今までもされていましたけれども、１８歳に引き下げられるということ

の中で、今後、ますます投票率が上がるように、向上するように今後とも頑張ってい

ただきたいと思います。 

   以上、この１点目の質問は終わらせていただきます。 

   ２点目の山椒の振興策についてでございますけれども、耕作放棄地の問題ですけれ

ども、先ほど町長も、国の施策も活用しながら、耕作放棄地の解消に向けて取り組ん
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でいるけれども、なかなか解消、解決には至らないという答弁だったと思いますけれ

ども、山椒の産地として有名なのが、特に遠井地区や沼、楠本、境川、日物川といっ

た、本当に過疎化の進んでいる、若い人がなかなかおらんというような状況のところ

が産地として有名ですけれども、その地域に若い方が住んでいないというのが現状の

中で、今後、今までも、先ほど町長の答弁にもありましたように、Ｉターン者、Ｕタ

ーン者が来てもらえるような施策というのも今後やっていただきたいと思いますけれ

ども、今、全国的にも各山間地の活性化に、都会から意欲のある方を募って、来ても

らって、国費で向こう３年間の所得を確保して、地域おこし協力隊があちこちで導入

されていると思うんですけれども、有田川町では、その地域おこし協力隊はまだ入れ

ていないと思うんですけれども、そういう過疎地に、地域おこし協力隊みたいな施策

を入れて、取り組まれてもどうかなと個人的には思うんですけども、そういうふうな

取り組みは今のところは考えていないのですか。その点、ちょっとお聞かせ願いたい

んですけども。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   申しわけありません。この場でお答えいたします。 

   地域おこし協力隊につきましては、都市地域から過疎地域等の条件、不利地域に住

民票を移しまして、生活の拠点を移した者を地方公共団体が地域おこし協力隊として

委嘱ということになります。隊員は一定期間、地域に居住いたしまして、地域ブラン

ドや地場産品の開発、それから販売、ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への

従事、それから住民の生活支援など、地域協力活動を行いながら、その地域への定住、

定着を図る取り組みでございます。明確な目的を持って田舎で働きたいという方が来

ていただける、必ず地域の活性化につながると思います。この件につきましては、地

域の受け入れ態勢等のこともございます。チャンスがあれば前向きに検討していきた

いと考えております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   今、部長から地域おこし協力隊のお話をお聞きいたしましたけれども、和歌山県下

でも隣の紀美野町、日高川町が地域協力隊を入れて、なかなかいろいろ問題もあると

もお聞きしていますけれども、成功している例とかも、去年、岡山県のある地域に行

ったときでも、成功している話も聞きましたし、いろいろそういう成功した例をお聞

きして、前向きに検討されたいなと思います。 

   今、山椒の価格なんですけども、とり始めがぼんと高くて、最後のほうには大分低
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くなっているということでお聞きしていますけれども、最近の山椒の価格、どれぐら

いか参考までにお聞かせいただけたらありがたいので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   昨年、平成２７年度の価格につきまして、聞き取りをしてございます。実山椒につ

きましては、出荷当初、キログラム当たり４，９１０円と、かなりの高値がついてお

ります。多くの量が出回る時期、後のほうになりますと９７６円と低額となっており、

価格の変動が非常に激しいのがわかっております。乾山椒につきましては、出荷当初

にはキログラム当たり約４，０００円、量がふえるにしたがいまして、最終価格は２，

５１３円となっております。実山椒に比べれば価格の落ちがおだやかなものの、やは

り４割弱の価格落ちとなっていますので、出荷の時期が収入に大きな影響を及ぼすこ

ととなっております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   今、山椒の値段をお聞きしたんですけども、部長がおっしゃったように、最初は値

段が高くて、日に日に、急激に落ちていくということもお聞きしております。清水と

いうのは気温的に低いこともあって、値段が下がったときに取り始めるというような

ことで、なかなか清水で山椒をしていく農家の皆さんにとっては本当に厳しい状況で

あって、若い人もそこに従事していくのが難しいかなと思いますけれども、やっぱり

安定した値段を保っていくことが、これから望ましいんですけれども、それには販路

の拡大というか、新たに消費量を上げていくということも大事かなと思います。 

   先ほども申しましたけれども、行政がそれをするというんじゃなしに、ＪＡさんと

協力しながら、そこらをやっていきたいと思うんですけども、山椒もいろいろな効能

がほかにないんかなと常々思うんですけども、かんきつ類の山椒でありますから、花

粉症に効くとか、殺菌効果があるとか、そういう新たな項目が出てきたら、また、お

もしろいんじゃないんかなと思うんですけども、以前、山椒の効能を何かないんかな

ということの中で、清水時代に大学にお願いして、その成分を調査してもらったんで

すけれども、余りええ結果が得られなかったということもお聞きしておりますけれど

も、その後、いろいろと大学も研究をいろいろとされていると思いますので、今後、

新たな成分を調査するということも考えられんかなと思うんですけども、その点につ

いてどうでしょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 
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○町長（中山正隆） 

   多分、新たな効能が出れば、また価値も物すごく上がると思います。一遍、大学と

も相談して何とかええ方法がないか探してみたいと思います。ただ、岡議員も知って

のとおり、山椒、種もとれます。今までは廃棄処分ということで、実は有田中央高校

の農業クラブの生徒達が野菜づくりに、その山椒の種を土壌へまぜたところ、白菜の

葉の数がすごくふえたと。虫が来るのが全然違うということで、ことしはどうやら圃

場のほうで、それはポットで去年やったんですけれども、ことしは圃場へまいて、そ

の結果試しにやるということで、しっかりと研究やってくれということも生徒にお願

いしております。山椒の種がそういう効能があれば、非常にうれしいことで、今は厄

介なものとしか扱っていないんで、去年はそういう結果が出たということで、ことし

はもう少し大々的に農業系列の子どもがやってくれているようでありますので、また

注目していきたいと思っています。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ８番、岡省吾君。 

○８番（岡 省吾） 

   今、町長から新たな、そういう可能性があるん違うかなということで、大いに期待

するところでありますので、またよろしくお願いいたします。 

   この間の広報にも大きく山椒のことを取り上げていただいて、中をぱらぱらとしか

読んでないんですけれども、有田川町が日本一の山椒の里やということで、全国的に

も名前が知られていく中で、ほかの地域へ買ってもらうというためには、地元消費、

やっぱり地元で消費していくことが、まず大事であるかなと思います。ただ、山椒と

いうのは風味とかいろいろ、好き嫌いもあるかと思うんで、なかなか一般の皆様に万

人受けするものではないかなと思うんですけども、今、苦手な人でも食べられるよう

な商品開発とか、民間レベルでやっていただいているので、そういうことも皆さんで

協力しながら、地元で消費できる態勢を、今後ますます力を入れていただきたいと思

います。 

   基本的に町としては認知度アップを主眼に取り組んでいっているということでござ

いますけれども、やっぱり海外に向けて、今、山椒の機運が高まっている状況の中で、

どう取り組んでいくかということも、県と町と、そして関係のＪＡさんらと話をしな

がら、行動に移していけるようにやっていただけたら、また山椒の販路拡大につなが

っていくかなと思いますので、その点もよろしくお願い申し上げます。 

   公共交通機関のあり方についてですけれども、僕、過疎地に今まで長年、有鉄さん

が路線バスを運行していただいて、なかなか乗客数を見ていると、余り乗っていない

し、ほんまに大変やろなと思うんですけども、やっぱりコミュニティバスを使いなが

ら、有鉄を利用して、こっちの病院へ来られる人にとっては大変大きな交通の足やと

思いますので、今、町長の答弁でも補助金の見直しも含めて、路線の変更等も協議し
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ながら継続、２年間先送りしてくれたということですけども、２年先、３年先、どう

なっていくかわからんような状況の中で、継続して運行していただけるように抜本的

に考えちゃっていただきたい。できることはできる限りやっちゃっていただきたいな

と思います。 

   この後、増谷さんも同じような質問をされるので、この件については後へバトンタ

ッチをさせていただきまして、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとう

ございました。 

○議長（佐々木裕哲） 

   以上で岡省吾君の一般質問は終わります。 

……………通告順４番 ２番（小林英世）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   続いて、２番、小林英世君の一般質問を許可します。 

   小林英世君の質問は、一問一答形式です。 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   ２番、小林です。 

   ただいま、議長の許可をいただきましたので、通告書に従って、一般質問をさせて

いただきます。 

   質問は、３項目、それぞれ３点です。 

   １項目目は、有田川町の地域防災計画についてお尋ねします。まず、平成２５年３

月に我が町の防災計画を出していると思うんですが、１年半前ですが、質問したとき

には今後、見直したいというふうにお聞きしました。それは県の避難想定が大きく変

わった。南海トラフの地震予想が非常に大きいものになって、被害想定が大きく変わ

ったということで、今後見直していきたいというふうにお答えをいただいたのですが、

今どのようになっているのかというのをお尋ねします。 

   次に、熊本の地震が発生して２カ月になるわけです。いまだ余震が続いているので

すが、今回の地震をどのように我が町として受けとめているのか。そして、防災計画

にどのように生かしていくのかというのをお尋ねします。 

   １項目目の最後ですけれども、計画ができても、それを実際に実行していかないと、

なかなか何のために計画を立てるのかということになります。だから、その点で考え

ると広報、あるいは啓発活動というのが非常に重要だと思うんですが、我が町の広報、

啓発の活動状況、現状をどのように捉えていますかということです。これがまず１項

目目でございます。 

   続いて、２項目目に行きます。２項目目は避難所についてであります。まず、避難

所に行くまでに、最初に巨大地震が起こったときの、この巨大地震というのは南海ト

ラフというふうに捉えてください。避難者数ですが、県の想定では前にも出ておりま
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すが、今の状況で、どのように避難者数を想定しておりますかということです。この

質問は熊本地震を見ていますと、余震が怖いということで、実際、家は壊れていない

んですが、かなりの人が避難所に押し寄せているように、私は思います。だから、例

えば、半壊まで行かないような人はほとんど家におるんじゃないかというふうな想定

をしているんではないかというふうな危惧も持っておりますので、町としてどのよう

にお考えかお答えください。 

   次に、避難所の数なんですけれども、現在、６３カ所、私、通告書には７０カ所ぐ

らい書かせていただいたんですけども、その後、よく調べてみますと、６３カ所ある

というふうにこちらで把握しています。その中で、旧吉備地区が８、金屋地区が２５、

清水地区が３０というふうになっているんですけども、この数、かなりばらつきがあ

るんですけども、この状態は適正かどうか。どのように考えておるのかということを

お聞きしたいと思います。 

   ２項目目の最後ですけども、大規模な避難所というのはかなり設置、運営が大変な

状況になると思います。これも熊本地震の映像がどんどん流れてくる中で、例えば、

車いすに乗られている方とか、高齢者の方、そういう方がなかなか中に入れずに、軒

下のようなところでおられる。あるいは車の中で避難している。あるいはテントで避

難している。いろんな状況が出てくるわけですけども、それはもっと考えますと、大

規模な避難所に入れないという方がたくさんおるということになりますが、大規模な

避難所の運営もまた大変になってくると思うんです。ということで、避難所の運営、

あるいは設置について、マニュアルをつくっておられるのか。そして、もしできてお

れば、内容を簡潔に説明していただきたいと思います。 

   ３項目目です。ＡＥＤについてお尋ねします。心肺停止状態に陥ったときに、非常

に頼りになるというか、力を発揮するのがＡＥＤだと思うんですが、まず町内に設置

している場所、どういうふうなところに、どういう形で設置しているのかというのを

聞かせていただきたいと思います。 

   次に、ＡＥＤの耐用年数ですけれども、５年から７年、業者によっていろいろ違う

んでしょうけれども、数年というふうにしているんですが、古くなったＡＥＤ、随時

交換していかなければならないと思います。それについてどんな形で交換しようとし

ているのかということをお聞きしたい。 

   最後に、町内でＡＥＤを使うというのはごくまれかもわからないんですけども、Ａ

ＥＤで助かったという事例はたくさんあるんですが、設置場所を今後ふやしたり、あ

るいは設置場所を明示する、どこにどういうふうにあるのかというようなことを広報

で伝えたり、そういうふうなことの予定はあるのかないのか。 

   それと、もう１つ、使用できる人をふやさないと、幾らＡＥＤをふやしても、まず

意味がありません。だから、そういう意味で講習をどういうふうな形で計画しようと

しているのかということをお聞きしたいと思います。 
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   以上、１回目の質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   小林議員の御質問にお答えしたいと思います。 

   本町における防災計画については平成２２年３月に策定して、平成２５年３月に改

訂、平成２７年３月に一部を改訂しております。現在、次の見直しについて、防災会

議を８月に開催して、次の改訂をする方向で、現在進めているところであります。本

年４月に発生しました熊本地震の防災計画への影響については、今回の見直しでは盛

り込んでおりません。今後、国、県の新たな想定や指針が示されて、その辺が整理さ

れてくれば、今後の見直しにおいて反映したいと思っております。 

   次に、防災計画の広報や啓発活動についてでありますけれども、現在、町のホーム

ページにおいてごらんになられるようになっています。ただ、一般の方にはもっとわ

かりやすい内容の災害時の心得などについて、ホームページ等で周知を図っていくよ

うにしてまいりたいと思います。また、本年１月より広報ありだがわにおいて防災情

報のコーナーを設け、啓発活動に取り組んでおります。 

   とにかく、町民の皆さんに、いかに防災意識を高めてもらうかというのが大きな今

の課題だと思います。個人の備蓄もできるだけやっていただけるように、これから本

当に防災意識を高めていただくということが大きな課題だと思っております。 

   次に、震災時の避難所利用者数でございますけれども、平成２６年１０月に発表さ

れました県の地震被害想定では、東海・東南海・南海３連動地震で当町においては最

大で４，１００人、南海トラフ地震で最大４，０００人の避難者が想定されておりま

す。それに対応できるように取り組んでいるところであります。指定避難場所の数は

人口集中地域では数は少ないんですけれども、収容規模の大きな施設が多く、山間地

域では規模は小さいですけれども、数は多く指定しております。いずれも学校、地区

集会所等を中心に想定しており、有田川町の地勢や人の分布に応じたものと考えてお

ります。 

   指定避難場所の避難所の運営につきましては、避難所運営マニュアルを作成してお

ります。区長さんや自主防災組織の協力を得て、避難者が自主的に運営を行うことと

しています。被災当初は担当職員が避難所運営の支援に当たりますが、その後、避難

者の自主的な運営が軌道に乗れば、避難者にお任せすることになります。 

   ３つ目の御質問のＡＥＤの設置及び使用講習の状況についてでございますけれども、

ＡＥＤにつきましては各小中学校、役場庁舎及びその他の公共施設に合計で３６カ所

設置しています。使用講習につきましては、消防本部にて実施している救急救命講習

の中で、ＡＥＤの取り扱いについて受講していただいております。設置及び使用研修

についてでございますけれども、設置につきましては、ある程度の必要と思われる箇
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所には設置しておりますけれども、今後必要と考える箇所があれば、設置について検

討したいと思います。また、使用研修につきましても、救急救命講習等を通じて、受

講者をふやしていきたいと思います。ＡＥＤの使用年数と交換についてでありますけ

れども、これは今、買い取るのではなくて、リース契約をやっています。詳しいこと

は部長から答弁させたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   それでは、小林議員のＡＥＤについての御質問にお答えさせていただきます。ＡＥ

Ｄの耐用年数と交換についてでありますが、メーカーによって５年から８年、消耗品

の電極パッドは２年から３年、バッテリーは約４年程度となっております。現在、当

町が設置しているＡＥＤの多くはリース契約により設置しているもので、消耗品やバ

ッテリーについてはリース契約に含まれております。ＡＥＤについては大変重要であ

ると考えておりまして、平成２６年９月２３日に当町の明恵の里スポーツ公園におい

て起こった事象につきまして、ＡＥＤが効果を発揮して人命の救助に役立ったという

ふうな事例もございます。 

   そして、また、避難所のマニュアルについてもお聞きされていたかと思うんですけ

ども、避難所の設置についてのマニュアルというのは特に設けてございませんが、今、

指定しております指定避難所以外にも災害に応じて柔軟に地域の集会所等を中心に、

安全が確保されるところ、また避難所生活が容易に行えるところを順次、必要に応じ

て、そのときに指定していきたいというふうに考えております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   それでは、再質問をさせていただきます。 

   熊本の地震なんですけれども、震度７が２回続けて来た。それから、５以上の非常

に大きい地震が続けて来ている。極めてまれな地震で、専門家でさえ、前代未聞とい

うふうに言っております。東日本大震災のときにあれほど大きな、一斉にトラフが動

くということは想定していなかったというふうなことを専門家が言って、あのときも

想定外。あんな津波が来るとは思っていなかったというふうな形で専門家は言ってい

ます。私たち、南海トラフが来るというふうに言われて、今、準備をしていますが、

実は紀ノ川筋には中央構造線が走っています。トラフが動いて、中央構造線が動くと

いうことは当然あり得ることです。とすると、避難所の設定でも、あるいは避難計画

をつくるときでも、防災計画をつくるときでも、少し大きく想定して、でも今できる

ことはここなんだというふうに、できることをきちっと積み重ねていくということが

物すごい大事だと思うんです。そういう意味で、この防災の件については、僕、３回
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目なんですけども、質問は。前回よりも今回のほうが詰めた話、今回よりもその次の

ほうが詰めた話というふうになっていけばいいと思うし、それが啓発につながればい

いというふうに思って質問させていただいています。 

   平成２７年３月に防災計画の改訂版を出したというふうになっていますが、この改

訂版はどこで見られるんでしょうか。改訂されたわけですね。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   平成２７年の３月につきましては、要援護者の避難の部分についてのみ一部早急に

改訂する必要がありまして、改訂しております。その分については町のホームページ

の中で、防災計画を見られることになっております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   地域防災計画という何ページもあるやつですけども、それがずっと同じ顔して載っ

ているので、できればどこかに一部変更したとかいうのが、誰もがわかるような形で

明記していただきたい。 

   これはちょっとついでだから言わせてもらいますけども、広報に関することで、う

ちの町のホームページというのはまだまだ工夫の余地があると思うんです。できるだ

け早く、タイムリーに書きかえていただきたいと思います。ついでで悪いんですけど

も、年度がかわったら４月中ぐらいには新しくしていただきたいし、多分、人とかそ

ういう問題があるのかもわからないですけども、できるだけみんなでバックアップし

て、素早く書きかえていただきたい。もう１年も前のものがずっと残っているという

のは見苦しいと思いますので、ついでで悪いですけども、これはお願いしておきます。 

   それから、先ほどの熊本の地震の話ですけども、避難所の話に行かせてもらいます。

避難所ですが、先ほどは、うちは９，０００からのキャパがあると。想定は４，００

０、５，０００までやと。十分すいていますというふうに説明していただいたんです

けども、例えば今回、吉備は２カ所ぐらい減っていますよね。指定避難所です。減っ

ています。その指定避難所が減ったところ、ぽんとどこかへ入れているように僕は見

えたんです。例えば、吉備の体育館には今まで、きび会館に行っていた人たちがここ

へ来るというふうになります。実際に、最近、避難所設営ゲームでしたか、ＨＵＧや

ったかな、そういうのがあるんですけど、そういうのは何回か、多分部長もされてい

ると思うんですけども、そういうのをやっていくと、いかに想定の数、例えばきび会

館、きびの体育館、５００人というふうに想定しますけれど、あそこに５００人入り

ませんよね。実際にやるとね。例えばペットを連れてきたとか、病気があるとか、子

どもが泣くとか、いろんな状況が出てくるわけですよ。今回もそうですけど、子ども
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が泣くから、避難所でおれないといって、車の中におったりとかね。ペットを連れて

いきたいけど、インフルエンザにかかっているとか、そういうのが出てきますよね。

そういうことを想定すると、避難所の設営というのはもう少し、つくるまで、あるい

は運営、もう少し細かくわかりやすくしていただきたいなと思うんですけども。 

   それで、前に鍵の話をしたと思うんです。その鍵はどのように検討していただいた

かというのも含めてお答えください。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   鍵の話なんですけど、なるべく近くの方にお渡ししてからできるようにということ

でございまして、一応、内部では検討しているんですけども、まだ現実の話、その近

くの方に鍵をお渡しできるところまでは至っておりませんが、それについても引き続

きできるようにやっていきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   それから、指定避難所の位置づけなんですけれども、これは長期の避難も可能とい

うことで、指定避難所は長期避難も想定して、それから一時避難はそのときというふ

うにされていると思うんです。清水地区に３０カ所の指定避難所、一部は一時３カ所

ぐらいと聞いているんですけども、残りの２７カ所は長期の避難所として考えておる

のか。そこへいろんなものを配るというふうにするのか、それともある程度集めてき

てというふうにするのか、そこあたりはどうですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   清水地域におきましては、かなり広範囲に点在して集落がございますので、今現在

の数の避難所につきましては、一応長期というふうに考えておりますけれども、その

中でやはり集約する必要が出てくれば、集約も必要であるとは考えております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   当然、集約していかんと実際、回らないと僕は思うんですよ。だから、ある程度と

言わんと、しっかり、もっと想像力を働かせてやっていただきたいなという気がしま

す。 

   それに関連してですけれども、吉備のほうですけども、３，０００人、４，０００

人ぐらいの人口のあるところで、１カ所で例えば吉備中でというときに、本当にそれ
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で長期の避難生活ができるのかというふうな気がするんです。これは一発でもう終わ

るだったら構わんけども、余震が続くという中で、家でおれるやろうとかという人が

押し寄せてきたときにというのがあるんで、避難所については、私は考えたんですけ

ど、このくらいの地震だったらここが指定避難所やと。でも、このくらいの地震だっ

たら、指定の避難所を、こういうふうな予備のところまで広げるんだという、何段階

かの避難計画というのが現実的じゃないかなというふうに思うんですが、いかがでし

ょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   避難所につきましては、ケース、ケースによって避難所を変えるというところも、

なかなか住民にとってはわかりにくいという面もございますし、今のところなるべく

避難所は今の形でやっていきたいと思っているんですけども、地震によってはいろん

なケースが出てくると思います。それについては柔軟に、そのときに対応していくと

いうことが大変大事であるというふうに考えております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   確かにそのとき、そのとき柔軟に対応することは非常に大事だと思います。以前か

らそのような答弁をいただいています。先ほど私が言わせていただいたのは、我々は

阪神淡路から震度７をもう４回経験しているわけです。その都度、こういうふうなと

ころが足りなかったということを反省して、いろんな計画に盛り込んできています。

今、熊本が済んで、とにかくみんなが気持ちが、まだ熊本の地震から余りたっていな

いなというときに、広報にどんどん落としていく、広げていくという、ある意味では

絶好のチャンスなんですよ。こういうときに、そのときそのときに柔軟に対応すると

いうのも大事なんですが、こういうときこそ方向性を幾つか詰められるところは詰め

ていくという、僕はチャンスだと思うんで、話をさせていただきました。その件につ

いては、もうこれ以上言いませんけども、そういうつもりですから、よろしくお願い

します。 

   あと、ＡＥＤに関して、やはり使える人をふやすということで考えると、今は消防

のほうで講習をやっていただいていると思うんですけども、その講習をもっとエリア

をふやすというか、対象をふやす。例えば中学３年生は必ず受けるとか。そういうふ

うな形というのは考えていないんですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 
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   ＡＥＤの使用についてですけど、もちろん幾ら、何台据えても使う人がなかったら

話にならんことで、幸いなことに明恵のグラウンドで起こったとき、使える人がいて

て、一命を取りとめたという事例もあります。 

   実は今、消防の本部の計画の中で、各区へ自主防災組織を含めた訓練、先日も久野

原というところで、第１回を行いました。多くの人が参加してくれたようであります。

できたらそういうところへでも、ＡＥＤを使えるような訓練も取り入れて、できるだ

け使える人、知識のある人をこれからふやしていけたら、一番いいんと違うかなと思

っています。ほんまに幾ら置いておいても、使える人がいなかったら、いざというと

きに誰もいなかったといったら、これは何の役にも立ちませんので、また消防本部、

これからずっと各地区を回ってくれるようであります。できたら、その機会にでも、

もう一度ＡＥＤの使い方というのもメニューの中に入れて、使える人をできるだけふ

やしていきたいなと思っています。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   今、ＡＥＤを使える人をふやす方向でということでお答えいただいたのでよろしく

お願いしたいと思うんですが、あとどこにあるのか。例えば、道でぱたんと倒れたと、

一番近いＡＥＤはどこよっていうのが、わかりやすいようにしていただいたらありが

たいと思うんです。いろんな市町村の中ではホームページに防災マッピングみたいな

のがあって、その中にＡＥＤがぱっとあるとか、わかるようなところもあります。広

報、１月から大きくいろいろ取り上げていただいていますけども、有田川の広報の中

へ入れてもらうとか、何かそういうふうな、もっともっと広げてもらうような方法が

あると思うんですけども、それについてはどうでしょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   今現在は消防本部のホームページのほうで公共施設のＡＥＤ、またはそれ以外の民

間でのＡＥＤを設置している事業所等もわかるようには公表させていただいておりま

す。またそれ以外に今後、広報でも啓発には努めたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   では、できるだけマップのような形で落とし込んでいただいたらありがたいと思い

ますので、１回、検討していただいたらと思います。 

   以上をもって、私の一般質問を終わりたいと思います。どうもありがとうございま

した。 
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○議長（佐々木裕哲） 

   以上で小林英世君の一般質問を終わります。 

   しばらく休憩します。２時４０分から再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １４時２３分 

再開 １４時４０分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（佐々木裕哲） 

   再開いたします。 

   一般質問を続けます。 

……………通告順５番 １４番（増谷 憲）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君の一般質問を許可します。 

   増谷憲君の一般質問は一問一答形式です。 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   私は今回、二つの質問で通告をさせていただいております。 

   先ほどから同僚議員の質問とダブっている箇所もあり、その点は割愛もさせていた

だきながら、総合的にお答えを求めて質問に入らせていただきます。 

   まず一つ目は、防災災害対策についてであります。 

   去る４月１４日夜、熊本地方を襲ったマグニチュード６．５、最大震度７の地震が

起こり、大きな被害をもたらしました。さらに１６日にもマグニチュード７．３、最

大震度７の地震が活断層に接するあたりで発生しました。 

   気象庁は、先の地震を前震とし、後の地震を本震との見方を発表しました。そして、

断層がずれた横ずれ断層型の地震だと発表しました。 

   被害が大きかったのは、震源が浅く、また余震と本震が連動したため、もう大丈夫

だと思って家へ帰った人が崩壊した建物の下敷きになったケースや、倒壊せずに残っ

ていた建物が２回目で全壊になったケースが多いためであります。 

   地震発生から２週間で震度４以上７までが９７回も発生し、１から７を加えますと

何と１，０１４回にもなります。そして、庁舎、学校、病院など本来避難所となる公

共施設なども機能しないぐらい影響を受けました。 

   今回の熊本地震は、企業誘致の売りにしていた安全な場所というように地震は余り

起こらないだろうと言われていた地域に起こったのが問題であります。全国地震動予

測地図、２０１６年版の付録２には、世界の地図上によると１９７７年１月から２０

１２年１２月までに発生したマグニチュード５以上の地震は、面積は世界の１％未満

であるのに対し、世界の地震の約１０％が日本の周辺で起こっています。 
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   日本は世界的にみても、地震による危険度が非常に高く、全国のどこでも震度６弱

以上の強い揺れに見舞われる可能性があることを指摘しています。しかも、有田川町

内には土砂災害危険箇所１，１５２カ所、そのうち警戒区域が１，１６９カ所で、そ

のうちの特別警戒区域が１，０７３カ所となっています。また、二川ダム湖周辺には、

御荷鉾破砕帯があり、ダム湖の水が決壊しないか大変心配しています。今後、いつ大

きな地震が起こっても不思議でない状況になっています。 

   そこで、地域防災計画の見直しにより、減災目標をより明確にして早急な具体化が

今求められているのではないでしょうか。先ほどの同僚議員の答弁では、８月の防災

会議で見直すということを明らかにされましたが、この地域防災計画の最大の眼目は

減災目標であります。この減災目標はどのように設定をされていかれるか、お示しを

していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

   次に、防災の具体化として三つの点から質問します。 

   一つ目は、木造住宅の耐震化の問題です。今の木造住宅の耐震化は、昭和５６年以

前に建てられた木造住宅が対象となっています。しかし、昭和５６年以前の基準では、

十分対応できなくなり、建築基準法の見直しでは、国は平成１２年５月以前の木造住

宅まで耐震化するよう補助基準をしました。より安全性を高めるためにも、平成１２

年５月以前までと対象を広く拡大すべきではありませんか、いかがでしょうか。また、

町の建築物の耐震化は、その後、どこまで進んでいるのでしょうか。公共施設で避難

所になっている施設の耐震化も合わせてどうでしょうか。 

   二つ目に、国、県の助成制度で耐震ベッドや耐震シェルターの助成制度があります。

居住室の内部を鉄骨や木材で補強し、地震により建物が倒壊しても安全な空間を確保

できます。すぐに避難できない高齢者、子どもなどにはとても有効ではないでしょう

か。設置工事の３分の２まで補助してもらえます。そして、残りの３分の１の半分を

町が助成してはいかがでしょうか。 

   三つ目に、阪神淡路大震災でもそうであったように、地震による家屋の倒壊で電気

火災が発生し、大きな火災を招きました。そこで、今注目されているのが電気火災を

防ぐ感震ブレーカーの設置補助であります。 

   ２０１５年３月に大規模地震時の電気火災の発生抑制に関する検討会が報告書を出

しています。それによりますと、９５年の阪神淡路大震災で原因を特定できた火災１

３９件のうち８５件、つまり６１％です。２０１１年の東日本大震災で地震型火災と

認定した１６３件中１０８件、６６％が火災であったといいます。揺れて白熱灯がベ

ッドの上に落ちて布団から出火したり、地震で損傷した配線が停電復旧後に電気が通

ったことでショートして出火した事例もあります。 

   こうした火災を防ぐために、震度５強程度の揺れを感知すると、自動的に電気を遮

断する装置です。分電型タイプとコンセント型タイプがあります。設置するための助

成制度を設けられたらどうでしょうか。 
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   次に、避難所のあり方について質問します。 

   まず、避難所での生活についてでありますが、国は熊本地震で避難所の生活改善の

通達を出しています。内容は、どこの被災地においても通じるものがあります。認識

されていますでしょうか。また、こういう内容が当町にも具体化する必要があると思

いますがいかがでしょうか。 

   二つ目に、一時避難所や指定避難所での避難者が体調が悪くなったりします。そう

しますと、適切な施設への移動が必要となってまいります。そのための避難所が福祉

避難所であります。 

   身体障害者、知的障害者、精神障害者、高齢者、在宅難病者、妊産婦、乳幼児、病

弱者、傷病者など対象となります。町内には１０カ所の福祉避難所が指定されていま

すが、吉備と金屋でそれぞれ４カ所、清水で２カ所となっています。特養ホームが三

つ、老健施設が三つとなっています。この１０カ所には介護施設が６割を占めていま

す。今の状態でもマンパワーが不足していますし、地震時に対応が可能かどうか、実

際機能できるのかどうか心配します。１カ所に集中させないためにも、また今後ふや

していくことも必要であると思いますが、お考えはいかがでしょうか。 

   三つ目に、公衆電話は災害時にも通じやすい電話であり、災害伝言ダイヤルも利用

できます。避難所に特設公衆電話を設置している避難所はどことどこでしょうか。 

   四つ目に、仮設住宅について質問します。 

   まず、仮設住宅の候補地が以前の質問でお聞きしましたが決まっているということ

でありました。場所はどこで何戸建設可能になっていますでしょうか。また、住宅の

建設着工からどのくらいの期間で入居が可能になる計画になっていますでしょうか。 

   二つ目に民有地を借りて建設する場合は、国が財政負担をしてくれると聞いていま

すが、そうなっていますでしょうか。 

   五つ目に、避難所に避難できない方やいろんな条件があって避難所へ行けない方に

テントを活用できるよう考えられていますか。これは、熊本地震でテントの必要性を

大きく問われているからであります。 

   まず、災害時はみんなが被災者になってもおかしくない状況であります。当然、職

員も地域の住民もそうです。そうなりますと、この間、職員が減ってきている中で、

また、地域が高齢化している中で被害状況や御用聞きの調査ができる体制にあるでし

ょうか。 

   二つ目に罹災証明の発行についてであります。罹災証明は、建物が被害にあった証

となるものであります。被害状況に応じて全壊や大規模半壊、一部損壊等を認定して

もらい、罹災者が各種支援を受けるためにどうしても必要です。 

   例えば公的支援では、固定資産税や国保税の減免や支払い猶予、被災者生活支援金

や義援金の支給、公的書類の手数料の無料、仮設住宅や公営住宅への入居が優先され

ます。災害復興住宅の融資も受けられると聞いています。 
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   ところが、地震災害が発生すると、熊本地震でもそうでありましたが、罹災証明の

発行がなかなか進んでいないのが現状であります。その理由は、職員は避難所の運営

など、被災者の救援などに手をとられているからであります。これらのことも含めて、

想定して対策をとることが大事だと思いますが、いかがでしょうか。 

   七つ目に風水害への対応について質問します。 

   まず、民家や畑へ流入した土砂の撤去等についてであります。これまでも、流入し

た事例がありました。そして、特別に町長の判断で対応していただいたこともありま

した。特別な場合でもなく、一定の基準を設けて支援策をぜひとも設けられたい。 

   二つ目に、災害等により、また、防災上撤去の必要がある場合、空き家の所有者か

ら空き家となった物件の撤去を申し出た場合、一定の基準を設けて対応できる支援策

も設けられたいと思いますがいかがでしょうか。 

   三つ目に、有田川河川の右岸が老朽化している問題であります。例えば、吉原地内

の農業集落排水の終末処理施設の上側から金屋あたりまでの間とかであります。台風

時や大雨時に河川の水位が上昇したり、流入量が多くなり、また強くなりますと護岸

がもたなくなる可能性があります。 

   しかし、河川改修は改修箇所が多いため予算がつきにくのが現状であります。調査

して、改修の優先順位をつけて計画的に進めていただきたいと思いますがいかがでし

ょうか。 

   これが最初の防災問題の質問であります。 

   次に、公共交通のあり方について伺います。 

   不特定多数の全員が利用できるというのが公共交通の大きな役割です。特に中山間

地域は高齢者が多く、移動自由の制約を受けています。地域公共交通と福祉計画との

整合性も必要だといいます。高齢者の生活をどうしていくか。全ての人が高齢化して

いくのですから、特定の人の問題ではありません。交通空白地帯という言葉がありま

す。バス停から３００メートル以上、鉄道の駅から５００メートル以上離れている地

帯をいいます。 

   公共交通を進めていく上で、前提としていただきたいのは交通政策基本法が目的、

基本的認識、交通の機能の確保及び向上を明らかにし、国や地方自治体の責務を明ら

かにしています。 

   目的では、国民生活の安定向上や、国民経済の健全な発展を図るとしています。基

本認識では、将来にわたってその機能が十分発揮して、国民の交通に対する基本的な

需要が適切に充足されることを認識して行わなければならないとされています。また、

災害時には交通の機能が低下の抑制、迅速な回復に資するとともに、災害発生時に避

難のための移動に対応する要配慮が求められています。そして、町の責務として交通

に関する施策の策定と実施を求めています。こういう背景から、町の総合交通計画の

策定が必要ではないでしょうか。 
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   平成２３年１２月議会で岡山大学の地域貢献寄与の充実を図るプロジェクトで、よ

りよい交通になるよう研究していくと答弁されています。町の総合交通計画の策定は

されているのでしょうか、されているとすれば、その内容をお示ししていただきたい

と思います。 

   二つ目に、町として交通条例を制定されてはどうかという問題であります。 

   地域交通の確保は法により地方自治体の責務であることが明らかであります。しか

し、専門家は交通事業者の需給調査により、町はどのように進めていけばよいのか、

関係者の権限が及ばす交通政策が思うように進まないことになると指摘されています。 

   交通政策を実現する枠組みを明確にし、町民にも明確にする必要からも、交通基本

条例を制定されてはどうでしょうか。 

   三つ目に、地域交通会議は関係者が集まって民間事業者が運行がしている運行の廃

止や新設、料金の変更などを協議する場となっています。しかし、路線の新設や充実

をやろうとすれば、事業者の経営を圧迫するということで同意を得られない場合もあ

るのは御存じのことだと思います。 

   そこで関係者で地域の公共交通を町民の目線で充実させる前向きな会議になるよう

提案されてはどうでしょうか。 

   四つ目に、大きな目標と異議、責務を明らかにしていきながら、具体的に研究に取

り組まなければならない問題が先ほどの同僚議員の質問でもそうですが、民間のバス

事業者が路線バスを廃止したいと申し出てる問題であります。 

   路線バスは、例えば金屋口から清水間は毎日６往復しながら、国庫補助を受けられ

る乗降者がないという現状があります。当然、経営も圧迫されるのは当然ですから、

路線バスの廃止は今問題となっています。 

   この路線バスを廃止する場合、廃止の半年前に決定しなければならないことになっ

ています。まずは、来年度は続けるということでありますので、平成２９年９月ごろ

までにはどうするかの結論を出さなければなりません。そうなりますと、平成３０年

４月以降の運行は町が考えていくのか、あるいは業者に引き続き運行してもらえるよ

う具体策を検討されるのか、その辺を明確にしていただく必要があると思いますがい

かがでしょうか。 

   そして、公共交通のあり方については、有田川町の状況に合った具体策を考える上

でも、公共交通の専門家を招いて方策を探ることや、町民対象にシンポジウムの開催

などをして意見を出してもらう、そういう場も必要ではないかと思いますがいかがで

しょうか。 

   これで第１回目の質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 
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   それでは、増谷議員の御質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

   一つ目の御質問の防災、災害対策についてであります。 

   地域防災計画の見直しでございますけれども、現在、策定作業中でありまして、８

月までに防災会議を開催し、改定をする見込みであります。地域防災計画の見直しに

よる減災目標の変更については、南海トラフ地震等の大災害による死者及び重傷者を

今後１０年間で半減をする方向で検討をしています。 

   次に、２の地震により圧死や焼死を防ぐ対策の具体策について。 

   まず、１の住宅耐震化の促進と啓発でありますけれども、平成１２年５月以前の基

準まで補強をでございますけれども、住宅耐震化を促進するための啓発については、

町広報や回覧板で年２回行っていますが、本年からは各地区で行われている自主防災

組織の避難訓練に伺い、説明をさせていただく予定にいたします。 

   先ほども申し上げたとおり、先日も久野原地区の避難訓練にお伺いをしたところで

あります。また、耐震診断を受けられた方には、補強設計から耐震改修工事までの事

業の流れを郵送し、啓発をしております。今後も引き続き改修促進の啓発に努めてま

いりたいと思います。耐震改修につきましては、より危険度が高い昭和５６年５月３

１日以前に着工された住宅を対象として行っています。 

   先の熊本地震でも多くのこれらの住宅が被害を受けておりますので、現時点におい

ては対象を広げる予定はございませんけれども、今後の耐震改修の進捗状況を確認、

国、県の推移を見ながら検討していきたいと思います。また、町の建築物の耐震化に

ついてでございますけれども、町の施設の耐震化については、現在、全て建物で完了

をしております。 

   次に、県の助成制度で家の中に置くシェルターの普及のために町も予算化をという

ことでございますけれども、耐震ベッド、耐震シェルターの設置工事については、平

成２７年から耐震対策の補助制度に追加されており、県と国で設置工事の３分の２を

補助するもので、補助額限度は２６万６，０００円、残りは個人負担となっておりま

す。 

   地震により建物が倒壊して安全な空間を確保するものとして、また、地震時に避難

が困難な方にとって、寝たまま安全を確保するものとして有効なものであると考えま

すけれども、制度が始まったばかりでありますので、県内市町村の状況、今後の問い

合わせや申し込みの状況を見て、状況を勘案しながら検討していきたいと思っており

ます。 

   次に、耐震ブレーカーについてでございます。地震の際に自動的にブレーカーを落

とし、地震後、電気が復旧した際の電気製品による火災を防ぐものですけれども、安

いものは３，０００円から４，０００円程度で購入できると聞いております。まずは

情報を出して、周知徹底を図ってまいりたいと思います。 

   ３の避難所についてでございます。避難所での生活は過去の災害を見ても住環境が
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十分とは言いがたく、内閣府からも避難所における良好な生活環境の確保に向けた取

り組み指針が示されているところであります。 

   避難所については、アルファ米を備蓄していますけれども、白米以外にもピラフや

ドライカレーなど１種類に偏らないように注意をしながら備蓄をしています。議員御

指摘のように、今後においてもそういった面に配慮をしていく必要があると考えてお

ります。 

   ２の福祉避難場所については、その運営については対応できる人材が必要であるこ

とから、社会福祉協議会等の協力も得ながら協議を進め、円滑な運営ができるように

取り組んでいきたいと思います。 

   ３の特設公衆電話の設置についてでございます。平成２５年１月にＮＴＴと覚書を

交わし、現在、田殿小学校、石垣小学校、金屋農村センター、小川小学校、御霊地区

コミュニティセンター、八幡小学校、藤並公民館、城山公民館、安諦公民館の計９カ

所に設置をしております。 

   ４の仮設住宅についてでございますが、これについては、詳しく後ほど総務部長か

ら答弁をさせます。 

   ５の避難場所を利用できない方にテントを用意する件についてでございますけれど

も、ホームセンターとの協定を結んでおります。必要に応じ対応したいと考えますが、

強風や大雨、高温や低温などの気象条件に対して対応できるものなのかどうか、その

有効性を検証する必要があると思います。まずは、避難所での対応を中心に考えてま

いりたいと思います。 

   ６の被害状況や事務の迅速化についてでございます。 

   １の発生時の被害状況については、区長さんや自主防災組織の協力を得て、災害対

策本部各部において調査し、情報班において情報を収集してまいります。また、町民

からの各種相談は町民班が避難所におけることは避難所班が行うことになっておりま

す。 

   ２の罹災証明についてでありますけれども、まず、町が実施する被害認定調査を行

う必要があります。被害家屋が多い場合には、迅速に罹災証明を発行するために、先

日の熊本地震の際でもありましたように、各自治体から調査員を派遣していただく必

要があると思います。本庁においては、現在１６名の職員がこの住宅被害認定士の登

録をしております。今後も、毎年４人から５人程度を受講させたいと考えております。 

   次に７の風水害の対応についてであります。 

   １の家、畑への流入した土砂等の撤去のための支援策でございますけれども、民家

に土砂が流入した場合、地元区や消防団はじめ御近所の皆さんが協力して撤去してい

ただいていることが多いと思いますけれども、流入土砂の量やその災害規模、居住者

の方の家庭環境等により、ボランティア等で撤去することが困難な場合も想定されま

すので、ケース、ケースで支援策を考えていきたいと考えております。 
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   畑へ土砂が流入した場合は、国の災害復旧事業の対象になれば、所有者と協議の上、

申請したいと思います。平成２３年に発生した災害では、県下で甚大な被害が発生し

たため、国の災害復旧事業の対象とならない農地、農業用施設を支援するため、県が

特別に補助金制度を設け、町も事業費の２５％を支援しました。今後についても、災

害の規模や被害の発生状況を勘案しながら、支援策については検討していきたいと思

います。 

   ２の空き家になった物件の撤去のための支援策でございますけれども、有田川町で

は景観重要地区内で行う空き家等の撤去作業については補助制度がございますが、町

全体を対象している支援策ではございません。 

   近隣の有田市、広川町、日高川町で全域を対象とした補助制度を設けていると聞い

ていますので、まず、空き家対策のための実態調査を検討してまいりたいと考えてお

ります。 

   ３の河川の護岸の老朽化対策を計画的に進めていただきたいということでございま

すけれども、有田振興局建設部に問い合わせたところ、有田川及び有田川支流の老朽

化護岸改修計画については策定していないとのことでした。改修整備要望については、

有田市、かつらぎ町、高野町と本町で組織しています有田川河川改修促進協議会で、

毎年県知事に陳情活動を行っています。これにより、改修整備をしていただいた箇所

もありますけれども、まだまだ未整備の箇所が残っています。町民の命と財産を守る

ため、今後も粘り強く要望をしてまいりたいと思ってます。 

   次に二つ目の御質問の公共交通のあり方についてでありますけれども、町の総合交

通計画についてでございますが、現在、交通政策基本計画は策定しておりませんが、

有田川町長期総合計画で公共交通機関についての施策を策定しております。内容につ

いては、ＪＲ紀勢線の利便性の向上や住民ニーズに対応した路線バス及びコミュニテ

ィバスの充実を図ることなどについて記載をしております。 

   ２の交通条例の制定についてでございますけれども、町内の自然的、経済的、社会

的諸条件に応じた交通施策をまちづくり、その他の観点を踏まえながら、有田川町長

期総合計画で掲げている公共交通機関ついての施策に取り組んでいきたいと考えてま

すので、条例制定については考えておりませんが、今後必要があれば検討していきた

いと考えております。 

   ３の地域交通会議についてでございますけれども、地域公共交通会議は平成１９年

２月に要綱を定めており、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる路線

の新設や廃止、運賃の変更などを協議するために設置されている会議でございます。 

   会議は、地域住民の代表者として旧３町の区長会長の方にも参加をしていただき、

地域の実情なども協議しておりますけれども、今後も国、県、運輸支局等のアドバイ

スをもらいながら、なお一層町民の意見を取り入れられるように努力をしていきたい

と考えております。 
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   ４の民間の路線バスの廃止計画についての１、２の質問でございますが、民間業者

から廃止計画を出されたものではありません。平成２８年１月に口頭で民間業者から

平成２９年４月より有田川町内の全ての路線バスの廃止も含め、抜本的な見直しを行

いたい旨の話がありました。 

   町としましては、住民生活の大事な公共交通になるため、続けてほしいと申し出ま

した。そして現在、民間事業者と補助金、運行路線等について協議を進めています。

全面的に補助金等の見直しを検討することで平成２９年４月以降の廃止については、

現在取り消してもらっています。 

   ３の廃止の場合は、申請の関係もあり半年前に結論を出す必要があります。結果を

出す時期はいつごろかという質問でございますけれども、町としては平成２９年９月

末をめどに協議を進め、平成３０年４月以降の運行について、コミュニティバス等も

含めて民間事業者と協議し、路線バスの見直しを進めていきたいと考えております。 

   ４の廃止に向けて進めていくのですかという御質問でありますけれども、現在は廃

止はいずれにしても考えておりません。コミュニティバス等も含めて路線バスの見直

しを進めていきたいと考えております。 

   今後も業者で運行してもらうのですか、あるいは町が運行するのですかとの質問で

ございますけれども、今は業者で運行してもらうことを考えてますが、今後、協議検

討する中で住民サービスの低下にならずに経費も安くなるのであれば、町運営も選択

肢の一つとして検討していきたいと考えております。 

   ６の公共交通の専門家を呼んで方策を考えることや、町民対象にシンポジウムや意

見を出してもらう協議の場を設定されてはどうかということでございますけれども、

今後、協議する中で国、県、運輸支局等のアドバイスをもらいながら、町民の意見を

取り入れられるよう検討していきたいと思います、 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲 準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   それでは、増谷議員さんの仮設住宅の件についての質問にお答えさせていただきま

す。 

   応急仮設住宅の現在建設候補地につきましては、県のマニュアルに準じ、明恵峡温

泉第２駐車場、清水若者広場及び旧北小学校グラウンドの３カ所を選定し県に報告し

ています。 

   現在報告している施設では１７４戸が建設可能であると予定しています。また、災

害の状況によっては、県と協議しながら柔軟な対応も必要であると考えます。 

   建設着工から入居までの期間についてですが、災害発生から２０日以内のできるだ

け早い時期に着工し、早期の入居が可能になるよう取り組んでいきたいと考えていま
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すが、大体着工から完成まで３週間から４週間程度必要であると言われています。熊

本地震に対する応急仮設住宅の状況においては、４月１６日に地震発生から早いとこ

ろでは６月３日に応急仮設住宅が完成し、５日に入居可能となったと聞いています。 

   用地につきましては、公共用地を優先することとしています。民有地を借り上げて

の建設については、原則として無償での借り上げとなります。民有地を借り上げて応

急仮設住宅を建設する場合の国の財政負担についてでありますが、東日本大震災のと

きに特例で一部国が財政負担を行ったケースもあったと聞いていますが、原則、民有

地の借り上げについては無償となります。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   再質問させていただきます。 

   まず、地域防災計画と長期総合計画の関係なんですけども、地域防災計画の減災目

標は災害半減ということで、これは前回と変わらないと思うんですが、長期総合計画

の後期基本計画では、災害対応力を高めると明記されています。今、次期長期総合計

画の策定に入っていますけども、そういう点では災害対応力や、また新たに追加を予

定している項目があるとすれば示していただきたいと思いまます。 

   そして、合わせてこの間熊本地震で各新聞なんかでも言われてるんですが、この地

域防災計画の中に車中泊の問題がまた問われてきてるんですよね。なかなか仮設住宅

や公共施設入れない。それから、人のこと気になったりとかあって、車中泊がふえて

きているということで、対策をいうべきだと言われているんです。 

   車中泊をする理由として、再び大きな地震があって物すごく不安に感じていると。

だから、車で寝泊まりしてるんだということがあります。しかし、そういう車中泊を

することによってエコノミー症候群になって、車中泊の中で６人が車中の中で死亡し

ているという事例も起こってきてるんですが、しかしそうも言ってられない面もあっ

て、車中泊の発生を想定しながら、指定避難所とする公共施設、その他の施設の一つ

に、大規模な運動場や広場を仮に指定駐車場として加えることも現実の対応として、

これから求められてくるんじゃないかと思うんですが、その点も含めて今度の地域防

災計画見直しの中に、ぜひとも検討していただきたいなと思うんですが、その点はい

かがでしょうか。 

   それから、木造住宅の耐震化の問題です。平成２０年から２７年度までの木造住宅

耐震化工事を見ますと、年間平均２．２５件しかないんです。耐震診断見ましても年

間平均１５件です。昭和５６年５月末までの耐震基準は震度５強で損壊しないことが

求められています。しかし、阪神淡路大震災からさらに耐震基準が見直されました。

昭和５６年の基準を満たした建物でも８４．４％が平成１２年の現行基準を満たして
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いないと報告がされています。昭和５６年の基準は、壁の力の規定が見直されたのに

対し、平成１２年の現行規定は壁の配置バランスと接合部の強化がされています。壁

の柱と土台や量、柱などの接合部分の強度が必要となりました。 

   ですから、昭和５６年以前の建物は経年劣化も加わって被害拡大の恐れが高くなっ

てしまいます。減災目標からしても最新の基準に合わせて耐震化を行うべきではない

かと思います。 

   和歌山県の住宅耐震化の目標を平成２７年度で耐震化率８４．２％、目標どおりい

けばあと県下で約６万戸と言われていますが、だからこれでいいのかどうかというこ

ともあります。今後の耐震化に向けて、その点はぜひとも平成１２年５月まで広げて

いただきたい。これは、国はそこまで広げても補助を認めますよということを言うて

おりますので、ぜひそういう対応をしていただきたいと思います。 

   それから、シェルターの設置補助、やっぱり昭和５６年以前に耐震化の工事がなか

なか進んでいない実態からみると、せめて命ぐらいは守れるようにする必要があると

思うんです。しかし、実際その重要性が認知されていない現状があります。熊本地震

で亡くなった方の７割が住宅の倒壊によるものでありました。ですから、耐震化が進

まない中で圧死を避ける最低限の目標からしても、啓発しながら積極的に普及すべき

やと思うんですが、ぜひそういう点で対策を求めたいと思います。 

   それから、感震ブレーカーの設置補助ですが、これは電気の火災の発生はもとより、

抑制はもとより、延焼防止にも力を発揮して近隣の住宅や地域を守るという点からも

大きな効果だと言われてますので、ぜひ前向きに検討していただきたいんですが、鳥

取県ではみんなで広げよう感震ブレーカー事業として、県下１９の自治体を対象に支

援をして、費用の一部を県が助成しています。早急な対策を促すために、３年間の期

限付でやってしまおうと言っているわけです。市町村世帯数かける１，０００円が上

限額となっています。愛知県の東浦町では、ことしから簡易型タイプの設置補助を始

めています。ここは約２万戸の世帯で、当初予算が１４５億円の町ですけども、この

感震ブレーカーの設置補助は対象経費の２分の１で２，０００円が最高額となってい

ます。予算は６０万円で組んでいるわけです。だから、こういう事例からも十分設置

補助の助成が可能だろうし、効果が大きいと思いますのでいかがでしょうか。 

   それから三つ目に避難所の問題ですけども、これはぜひ環境改善とともに、避難所

における食生活の改善について、先ほど町長も言われましたけども、そういう方向で

具体策を組んでいただきたいと思います。 

   それから、福祉避難所の問題であります。福祉避難所の確保運営ガイドラインとい

うのがあって、ここでこういうことを指摘しています。対象者数の把握、平時から対

象者の現況把握を洗い出し、指定要綱や指定目標を設定、要配慮者一人当たり２から

４平方メートルの基準で設けなさい。 

   それから、施設自体の安全性、土砂災害特別警戒区域が近くにあったらだめだと。
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施設内の要配慮安全確保とスペース避難所の状態を把握できる専門職がいる。公民館

などを指定した場合は、県の福祉施設協議会等と協議を締結し、運営等委託支援のほ

うが現実的だと言われています。特養施設などに委託した場合は、施設自身の通常運

営に支障をきたしてはならないと言われています。こういう点を、ぜひマニュアルを

見ながら対応策を求めていきたいと思います。 

   それから、罹災証明の件ですけども、１６名の職員が財家被害認定士の資格を取っ

ておられて、毎年四、五名を養成しているということであります。県は不動産鑑定士

協会と協定を結んで３０市町村と派遣協定を結んだと聞いているんですが、それはも

ううちの町でもそういうことになっているんでしょうか。明らかにしていただきたい

と思います。 

   その点まず。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲 準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   増谷議員さんからあった、長期総合計画のほうに災害のほうの防災力の向上という

ことでどうなっているかという件についてですけど、まだ長期総合計画については、

まだいろいろなニーズとかそういうもんを調査している段階でありまして、内容等に

ついては、まだそこまで検討するところまでは至っておりませんので、そういうこと

も加味しながら進めていきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   建設環境部長、佐々木勝君。 

○建設環境部長（佐々木勝） 

   私のほうからは、木造住宅の耐震化についてでございますが、町長の答弁にもござ

いましたけども、県の補助要件では５６年５月以前に建築された住宅ということにな

ってございますので、現在のところその古い方の住宅からやっていくという方針でご

ざいます。 

   それとシェルターの設置補助につきましても、これもまた町長の答弁と同じでござ

いますが、制度が始まったばかりでございますので、県内の市町村の状況、今後の住

民からの問い合わせ状況等、申し込みの状況を勘案しながら検討してまいりたいと思

っております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   何点かお答えをしたいと思います。 

   まず、熊本地震の際に、車中泊、避難所もあるんやけどやっぱりどうしてもやかま
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しいて眠れんとかいう方が多く出て、昨日のテレビでもまだ車中で寝てんのやという

人もたくさんあるようです。悲しいことに、このエコノミー症候群で亡くなった方も

本当に多くあるようです。 

   こんな震災が起こったとき、車の置く場所については、別に今指定なくてもたくさ

んありますので、その要望については、もちろん土砂崩れのあるとこやそういうとこ

はのいてでもたくさんあるので、それは十分対応できると思います。 

   それから、耐震のほうですけれども、まず、５６年以前のやつが熊本でもたくさん

潰れてると聞いてます。まず、この５６年以前のやつをまず多くの方に耐震の検査、

それから補強を受けていただくように、啓発をしてまずしていきたいなと思います。 

   それから、耐震の感震ブレーカーの補助、これもちょっと検討して、もし多くの方

が設置するようであれば、そんなに金は要らないと思いますので、検討をしていきた

いなと思います。 

   それから、避難所の環境問題というのがあります。多分、実際に避難所開設すれば

いろんな問題が出てくると思います。特に環境、衛生についてもたくさんの問題が出

てくると思います。まず、先ほども申し上げたとおり、避難食についても１食に偏ら

ないようにとか、いろんな問題これからしっかりと検討していく必要があるのかなと

いう思いをしています。 

   それから、福祉避難所でありますけれども、うちにも民間のいろんな施設がありま

すけれども、恐らく今からでも満杯でそこに頼るというのは非常に困難なことである

と思いますし、そうかと言って町にも人員が限られておりますので、これも社会福祉

協議会と協議をしながら、早急に検討していきたいというふうな考えであります。 

   それから罹災証明、多分これ３０市町村やっているということであるので、うちも

多分この中には入っているとは思います。まだ詳しいことちょっと聞いてないんです

けど、多分そこの中にもうちの町も入っていると思っています。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   再度お聞きします。 

   耐震化の問題なんですけども、うちの８年間の実際の状況を見まして、診断が結構

あっても、さっき私言いましたように、工事まで進む人というのは年間１件か３件で

しょう、５６年以前でも。 

   ５６年以前というのは、やっぱり高齢者の方が多い家が多分建ってると思うんです

よ。だから、今の若い人もやっぱり５６年以降に建てた若い方が住んでいる家でもや

っぱり耐震してあげないとあかんの違うか。５６年だけやったら進めへんの違うかな、

この実態を見ても、８年間の状況を見ても。 

   だから、全国的に言えば市レベルでは平成１２年９月以前までの新しい基準で、そ
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れでやっているところが結構出てきてるんですが、やっぱり有田川町としても県下で

先駆けてそういう安全・安心・防災の強い有田川町と言われるために、そういう枠を

広げられて、国の補助あるわけですから、ぜひ対応を求めていきたいと思うんです。

昭和５６年も対応できるし、平成１２年以前の建物も対応できるわけですから、いっ

こも問題ないと思うんですが、その点ぜひ検討求めていきたいと思います。 

   それと、再度防災に当たるにあたって、役場庁舎なんかやられると業務全体がどう

なるかという心配もするわけです。熊本でも多くの市町村がやられたりして、すぐに

業務進まなかったということがありましたよね。 

   それで今、国が業務継続計画という策定を求めているんです。これについて認識さ

れていますかどうか。どういう内容かというの、もしなんやったら担当課のほうでお

答えしていただきたいと思うんですが。 

○議長（佐々木裕哲） 

   総務政策部長、中硲 準君。 

○総務政策部長（中硲 準） 

   ただいまの業務継続計画なんですけども、うちのほうも県とかからの指導も受けて、

それもつくっていく必要があるというところで、今、町各課がやっている業務の中で

洗い出して、その中から優先的にしていかんなん業務ということで、そういうふうな

計画もつくっていく必要があるというふうには認識しております。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   うちはやっていないということなんで、やっぱり調べたら市町村の策定状況、平成

２５年８月時点でも１３％しかやってない。このおくれは大変だと思うので、担当課

でしっかりと災害の業務ができるように、そういうことを対応するよう求めておきた

いと思います。 

   それから、空き家対策については、さっき町長も言われましたように、有田周辺、

それから日高のほうでも制度化しててやってくということですから、ぜひ有田川町で

もそういう対策を求めておきたいと思います。 

   それから合わせて、これは質問項目には入っていないんですけども、いつも私も同

僚議員も言いますように、やっぱり消防力の基準を引き上げる必要があると思うんで

す。消防力の基準、うちでいいますと人員配置、これの基準が、まだ６割台から７割

台違うかな。これは、これだけ災害が大きく発生してきた中で、災害に当たる肝心か

なめの部署が人数不足では対応できない。今うちの一般職の職員でも集中改革プラン

で減らしてきている中、ほんまに対応できるのかという心配があります。そういう点

で消防長から、町長でも構いませんが消防力の基準についてどんな認識なのか、あわ

せて答えをいただきたいと思います。 
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○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   空き家対策でありますけれども、まずその空き家の実態を正確につかむということ

から初めていきたいなと思ってます。 

   それから、消防力の増強、これも毎回何回も御質問はいただきました。よくわかっ

ているところでありますけれども、一遍にということいきませんので、去年も実は、

今年も５名採用させて、もちろんやめる人もあったんやけど、５名もさせていただい

て、去年確か定員の枠を広げていただいて、それにいっぱいまで引き上げさせていた

だきました。また、今後もおっしゃるとおり災害のこともありますんで、消防力とい

うのは非常にうちの消防の地域の消防の方もたくさんありますけれども、それも含め

て今後検討させていただきたいと思います。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   防災対策の最後に、やっぱり我々は被災者が日々どういう生活をしているかという

ことで思いをはせてみんなが支援に当たってほしいなと。合わせて、この耐震化の問

題や備蓄など我々自身も自己防衛するための啓発をもっと強化してほしいなというこ

とを申し終えておきたいと思います。 

   次の質問に移ります。 

   公共交通のあり方についてですが、交通基本条例は今のところ考えていない。長期

総合計画の中で入れていくということがあるんですけども、やっぱり町の責務を明確

にするという立場から、この条例化がどうしても必要だと専門家は指摘されています。 

   そういう点で、条例をつくるということは交通政策の全体が明らかになる。町民や

議会に説明責任を果たせ、町の方針が明確になる。交通事業者にとっても条例がつく

られることによって、具体的な行政方針が明確になって、中長期的な事業計画が策定

しやすくなって、行政方針と一体となった事業運営が可能になっていくと。 

   もう一つは、住民参加や住民に推薦されて、住民自治に基づくまちづくりも推奨さ

れていくということで見込まれています。それで具体的に、今後この民間バス路線の

問題どうなるかということなんですが、心配しています。 

   例えば今一番多く乗っている美山線、美山線でも前年度とその前の年比較したら、

やっぱり乗降客減っているといいます、何十人も。これが、美山線ももしかしたらあ

れだけ乗ってても廃止の対象に今後考えていくかもわからないという状況になると聞

いてます。 

   そうなりますと、本当に交通弱者がますます生まれてきて、どうなるかなというこ
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とになるんですが、先ほどの答弁では町長が最後は自分とこでもやるという決意みた

いだったようにお伺いするんですが、そうなるとすれば、どんな方策、やり方、町長

今頭の中で考えておられるんですか、一つぐらいお示しをいただきたいんですが。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   公共交通、この条例化というの、それも大事かもしれませんけれども、今のところ

これはそういうことを策定しなくてでも、この公共交通というのが非常に大事やとい

う認識はしてます。 

   それで、さっきも言うたように、恐らく美山線も今の乗降客の状況から言えば、恐

らく補助金を上げるかしないと廃止だという方向へ進んでいくと思います。そういっ

た場合、できる限り民間にやっていただくというのは基本でありますけれども、それ

でもあんまり全部で１億出せと言われてもそんなもん出せるわけではなしに、とにか

く言えることは、どっちにしても全部ないようになるというようなことは絶対考えて

ません。それでまた、地域住民の方の意見も聞きながら、最終的に町でやらなくては

ならないんであれば、町で当然やっていく責任があると。特に、高齢者の多い時代に

入ってきますので、これは非常に大事なことだと思ってます。それは町の責任で、公

共交通というのはきちっと守っていかんとあかないなという考え持ってます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   これから、その事業者さんと、もしくは運輸支局とも合同で会をもっていかれるん

ですね。ですから、その都度議長なり、議会にこういう結果になっているという報告

もぜひいただきたいと思うんですが、最終的に幾らいい案ができたとしても、最後地

域交通会議にかけて了解もらわなあかんわけですよね。そこでまたネックになってく

る問題がありますよね。そこはどうクリアするかという点で、どんなん考えられます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   おっしゃるとおり、うちにしても、路線にしてもコミュニティバスも巡回観光バス

のときもそうでした。ふやすも減らすも交通会議して、これも原則として。ただこの

前もですね生石区から海南通っていくバスについても廃止して、困ったんで自分らで

有償輸送やろうかということで交通会議にかけて地元の人にも説明に来てもろてやっ

たんですけど、それでも今回はあきませんとなりました。 

   全部ないようになった時点で、あかんというようなこと交通会議としてでも言わな

いと思います。バスぜんぜんないようになって、交通会議やられてもそんなもんおそ
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らく、常識として。その間はいろいろあると思いますけど。全部撤退するんやという

ことになれば常識として。 

   何というか全部に関係するということになってますけども、これ広域としてはそう

と違うんやと思います。ただ、陸運局の指導で全員の判をもらわなあかんということ

で、そういうことになればまたいろんな方策というか予算出して、全部なるようにな

れば陸運局も町が走らすていうのいらんていうことにはならないと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   もうあんまりしゃべったら、次に差しさわりが出てくるので、もう最後にしますけ

ども、最終的に民間タクシー会社との関係出てきますので、ある程度すみ分けをして、

そういう業者にも運航してもらうような方策も含めて、やっぱり業者に利益を与える

ようなことも考えながら、住民が使いやすい制度をぜひ考えていただきたいし、住民

がもっと乗れるように、乗るような、大変ですけども、そういう運動というか、みん

なで盛り立てていこうよという、そういう姿勢も要るんじゃないかな。でないと、他

人事みたいな公共交通になってしまうので、その辺もやっぱり担当課のほうでしっか

りといい案を出していただきたいし、ぜひ専門家呼んで、そういうところのいい事例

も含めて勉強してほしいなと思うことを申し伝えて質問を終わります。答弁要りませ

ん。 

○議長（佐々木裕哲） 

   以上で増谷憲君の一般質問を終わります。 

   暫時休憩します。 

   ３時５５分から再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １５時４３分 

再開 １５時５４分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（佐々木裕哲） 

   再開いたします。 

   一般質問を続けます。 

……………通告順６番 １０番（堀江眞智子）…………… 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君の一般質問を許可します。 

   堀江眞智子君の質問は一問一答形式です。 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 
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   議長の許可をいただきましたので、質問をさせていただきます。 

   まず、質問に入る前に、４月に起こりました熊本地震で被災された皆様に心からの

お見舞いを申し上げるとともに、早期の復興と一日も早く平穏な日々に戻れますよう

お祈り申し上げます。 

   ちなみに、私が申し上げることでもないかと思いますが、この有田川町議会でも、

この議会に先立ちまして熊本へのお見舞いを決めたところでございます。 

   それでは、一般質問に移らせていただきます。 

   保育所の利用については、児童福祉法第２４条第１項の規定で保育を必要とする場

合の条件を定めています。保育を必要とする場合とは、１、昼間労働することを常態

としていること。２、妊娠中であるか、または出産後間がないこと。３、疾病にかか

り、もしくは負傷し、または精神的、もしくは体に障害を有していること。４、同居

の親族を常時介護していること。５、震災、風水害、火災、そのほかの災害の復旧に

当たっていること。６、前各号に類する状態であることのいずれかに該当し、かつ同

居の親族などがその子どもの保育ができない場合を指します。 

   つまり、保護者がこのような状態にある場合は、保育所に入れることができるとい

うことです。この条件に該当しない場合は、家庭でみるか、家庭でみることができな

い場合は、幼稚園に預けなければならないということです。しかし、有田川町では幼

稚園の利用は町内に幼稚園がないということもあり少数となっています。 

   児童福祉法のこの規定は、今から６９年も前に定められた規定であり、現在の保育

を求めるニーズとはマッチしない点が多々あるように思います。ほんの二、三十年前

までは、社会全体が大きな保育所の役割を担っていたような気もします。子どもは国

の宝、皆の宝、町の宝、この言葉の意味をしっかりかみしめて町としての現在の保育

ニーズにこたえられる施策を講じることが求められていると思います。 

   確かに、公共サービスとして実施する場合は何らかの規定を設ける必要があると思

いますが、例えば働く意思のあるお母さんは、まず先に就職先を決めてからでないと

保育所に入所願いは出せないわけです。 

   本来ならば、保育所に入所が決まってから就職先、就労条件を見きわめていったほ

うがゆとりをもって就職活動ができるように思います。また、育児休業中のお母さん

は上の子供が１歳から３歳までで、下の子どもの育児休業を取得した場合は、保育所

を退園させられる場合があるといいます。育児休業を取得するということは、有田川

町の宝である子どもが生まれたということです。このことは、行政をあげて喜ばなけ

ればならないことだと思います。 

   それだけに、育児休業中であることを理由に１歳から３歳まで子どもが保育を受け

られないということはあってはならないことだと私は考えます。それに、育児休業か

ら復職する際、必ず子供が保育所に入所できるのかどうか、不安を抱えているという

ことです。妊娠している間でもずっと不安を抱いているという方をお聞きしました。
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また、常にお母さんと一緒にいる子どもたちは、本当に保育は必要ないんでしょうか。

子どもとお母さんだけの子育ては、密室育児という問題も持っています。保育に四苦

八苦しているお母さんや家族をも含めて、保育が必要であると認識していくことが必

要ではないでしょうか。 

   経済企画庁国民生活局は、女性のライフスタイルをめぐる平成９年度の国民意識調

査の報告書では、子育てに不安をもっているのは専業主婦のほうが高い傾向が示され

ているのです。子育てに自信がなくなることがある場合は、有職者が５０％であるの

に対して専業主婦は７０％に達しています。有職者であるお母さんは、忙しいながら

も細かいことに構っていられない、そういう側面もあると思います。 

   しかしながら、子育てに大きな不安を抱いている家族に育てられている子どもたち

は、保育が満たされていると言いきれるでしょうか。それとも、有職者の方からみれ

ばぜいたくな悩みにうつるのでしょうか。皆さん、この状況をどのように思われるで

しょうか。 

   もちろん、保育所の第１目的は、日々家族のかわりに子どもたちに保育を提供する

ところです。しかし、保育所は本来、有職者、専業主婦を問わずお母さん、次いでお

父さんにもゆとりを提供できる場所であるべきだとの考え方は拡大解釈なのでしょう

か。一般にお父さんはフルタイムで勤務をしています。しかし、お母さんはフルタイ

ムを超えてオールタイム労働となっています。誰しも、ホッと一息つきたいときがあ

ります。体調を壊したり、精神的に不安定であったり、気持ちをリラックスして新た

な優しい気持ちになって我が子と接する、子どもはお母さんのイライラを痛いぐらい

に感じているはずです。保育所でその部分が解決できれば、子どもを育てるための環

境は各段に向上すると思います。 

   ただ、その際には子どもを保育するだけでなく、子どもを育てる全ての家族をサポ

ートするとのスタンスに立っていただきたいと思います。有田川町でも、国からの人

員削減のあおりを受けて、非正規の保育士が増加しています。非正規の保育士さんの

仕事が正規の保育士さんの仕事と何か変わりがあるでしょうか。不安定雇用では、安

心して働けないのではないでしょうか。わかりやすく言えば給料が上がらない、ボー

ナスもありません。保護者の保育ニーズにこたえるためにも、非正規雇用で頑張って

いる保育士さんが正規雇用になっていけるように検討していただきたいと思います。 

   このような保育ニーズを踏まえるとともに、子どもは有田川町の宝であることを踏

まえ、以下の点について答弁をお願いします。 

   １、育児休業中で１歳から３歳までの子どもが保育を受けられない規定はどのよう

になっているのでしょうか。お母さんが職場に復職する際は、希望する保育所に必ず

入所できることになっているのでしょうか。 

   ２、児童福祉法２４条第１項の規定はあっても、町として保育が満たされていない

子供や保育を希望する子どもを全員入所させることはできないのでしょうか。 
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   ３、保育を希望する子どもの入所を進めるために、現在、保育士の半分ほどになる

非正規雇用を正規雇用にしていくための採用に関する規定を新しく定めることはでき

ないのでしょうか。 

   二つ目について質問をします。 

   きびの森保育所北側送迎に関する道路の専用道路位置づけについて。 

   きびの森保育所の送迎については、所長さんをはじめ職員の皆さん、また学校教育

課の職員の皆さんの奮闘もあって、今のところ問題は起こっていないと聞いています。 

   しかし、東グラウンド南側の道路を西方向に進行する自動車やバイクが保育所送迎

に利用する道路に侵入してくる場合があります。もし、自動車等が通行してきたとき

に、何かあって突然園児が飛び出したときを考えたら、大変恐ろしい事態を招きかね

ません。何かあってから対応するというわけにはいかないということです。 

   保育所北側の送迎に利用する道路の進入口に一目でわかるような看板や大きな看板

を立て、保育所ありと進入自動車等に注意を喚起することや、送迎時間帯は進入を控

えるようにする方法を検討していただきたいと思います。 

   そしてきび体育館利用者の駐車に対する指導の徹底についてお聞きします。 

   きび体育館の駐車スペースは、きびの森保育所の新設によって少なくなっています。

そのこともあって、きび体育館利用者の中には体育館東側の道路に駐車するなどの迷

惑駐車もあります。地元区内からは、きび体育館の使用を許可する際に、利用規約の

中に迷惑駐車について、厳しく対応することを記述するとともに、口頭でも厳しく指

導してほしいという声が上がっています。 

   迷惑駐車がなくなるように指導を徹底していただくことを要望しておきます。また、

万が一きび体育館利用者に迷惑駐車が見つかった場合は、通報を受けてすぐに迷惑駐

車をしている自動車を移動させる指導ができる体制をしていただきたいということを

検討してください。また、体育館利用者の駐車場の今以上の確保は考えませんか。 

   これで１回目の質問を終わります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   堀江議員の質問にお答えをしたいと思います。 

   保育に対する考え方についてでありますけれども、議員おっしゃる通り保育のニー

ズにつきましては、近年、変化してかつ多様化していることは認識をしております。

そのニーズにこたえるために施設の確保や保育士の確保など、全国的に苦労をしてい

るところであります。 

   子育てを大切に考える有田川町の保育は、昨年まで８保育所で運営していましたけ

れども、その多様化するニーズに負えるよう３保育所を合併し、新保育所、きびの森

の保育所を開設したことにより合理化され、保育士の確保や低年齢からの保育を充実
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し、今年度から６保育所で運営をしています。 

   今後も財政状況厳しい中、有田川町全体を見て出生率やニーズ、人口の偏りを考慮

しつつ、統合や機構の抜本的改革も視野に入れながら、国の制度である保育を必要と

する児童等を基本に保育を行っていきたいと考えております。 

   採用試験につきましても、定員の許す範囲で現状の採用方法で対応してまいりたい

と考えております。詳細につきましては、教育長から御説明をいたします。 

   二つ目のきびの森保育所北側の道路についてでございます。これは、皆様方の御理

解と御協力をもちまして、新しい保育所が完成し、２００人程度の子どもさんを預か

って２カ月以上たちました。今のところ、大きなトラブルの報告は受けておりません。 

   三つ目のきび体育館の駐車場についてでございますが、駐車スペースは減っていま

せん。確かに、きび会館を解体撤去しましたので、１０台程度駐車スペースは減りま

したが、それ以上の台数を新たに進入路を挟んだ南側公園側に設置をしています。ま

た、きび体育館の利用は夜間や休日が主でありますので、隣接するきび森の保育所の

送迎用駐車場も使用できる状況であり、以前と比較しますと随分台数的に改善されて

いる状況であります。したがって、今以上の駐車場の確保は考えておりません。 

   附近道路への迷惑駐車については、カラーコーン設置などにより、今までは確認し

ていないと聞いてます。今後も迷惑駐車の指導しながら、関係機関との協議をしなが

ら検討していきたいと考えてます。また、体育館使用者への啓発にもつとめるように

申しておきます。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   堀江議員の質問にお答えをいたします。 

   保育所に対する考え方でございますが、有田川町では、延長保育事業や保護者の病

気や急な用事等の理由で家庭で子どもを保育できない場合、一時預かり保育を行って

おります。また、子育て中の親の孤独感や負担感の緩和を図り、安心して子育てがで

きる環境を整備するため、子育て支援センターを設置をしております。 

   今後とも、多様な保育活動をより充実して、きめ細かな対応を行っていきたいと思

っているところでございます。 

   議員御質問の育児休業中の１歳から３歳までの子どもが保育を受けられないことに

ついては、保護者が在宅であることから保育を必要としていないとの解釈によるもの

であり、保護者が職場に復帰する場合は、希望する保育所に入所できるように配慮し

ております。また、保育を希望する子どもを全員入所させることはできないか。また、

それを進めるために非正規雇用を正規雇用にしていくための採用に関する規定を定め

てはどうかということでありますが、先ほど申し上げたとおり、有田川町ではいろい
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ろな保育事業を実施し、きめ細かな子育てを支援を行っております。 

   しかし、保育を必要とする児童等を保育するという国の制度を超えて、町が保育を

希望する児童等を保育することは大変な財政需要が見込まれますことから、現行の制

度の子育て支援に取り組んでいきたいと考えているところでございます。 

   以上でございます。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   堀江議員の御質問にお答えしたいと思います。 

   まず最初に、教育長のほうからありました子育て支援センターの２７年度実績につ

いて、ちょっと数字を言わせていただきます。 

   利用実績なんですけども、子育て悩み事相談利用件数につきましては４４件、ほっ

とルームと相談利用者につきましては、２，４９３組親子ございます。また、遊びの

広場では１，０５０組、にこにこ広場、これは文化保健センター鳥屋城公民館で行う

分なんですけども３３２組ございます。また、出てこられない家庭訪問をする件数と

いたしましては８３件、電話相談につきましては８件ございました。以上が子育て支

援センターの実績でございます。 

   続きまして、２番、保育所専用道路としての位置づけということでございますが、

専用道路や一方通行の規制をかけるには地域住民の総意が第一となります。確かに、

保育所の建設を計画した時点から、地域の方や保護者の方との話し合いの中で、その

送迎の方法について細心の注意を払うよう要望があり、協議を重ねてきました。 

   当該道路は、田殿方面にアクセスが悪いので交差点部分の改修の要望を受け改修し

ました。その中で、一方通行できないかとの声もありましたが、地域の方々から生活

道路として使用しているので規制をかけてしまうことはできないとの意見も同時に出

されました。結果といたしまして、保育所の運営の中で運用し、朝夕の送迎時は東か

ら西へ一方通行を徹底することで了承を得ました。また、このことは道路の看板を設

置するとともに、事前に入所説明会や入所式等で口頭と文書にて保護者に徹底して周

知しました。 

   開設当初は、交差点や要所に職員や誘導員を配置し徹底しました。議員おっしゃる

とおり、開所後２カ月以上経過しましたが大きなトラブルや苦情はございません。今

後、安全対策面ですが、道路の標示や看板など関係機関と協議しながら、きめ細かい

対策を講じていきたいと思っております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 
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   それでは、再質問させていただきます。 

   町長の答弁の中で、定員の許す範囲で現状の採用方法で対応していきたいというふ

うに保育のことについては答えていただきました。範囲とはどれぐらいというふうに

考えているのでしょうか。 

   それから、今、下津野でも徳田でも一戸建てがふえてきております。それから、私

の地元でもマンションがふえて若い世帯や子ども連れの世帯が入ってきています。で

すから、今後の子どもの数はふえると考えられます。そういう現状を見てどうお考え

になりますか。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   採用については、今までどおりということで、大体全国平均などと同じぐらいだと

聞いてます。うちもそれを目標にやっていきたいなと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   短く言えば、子どもの数も今後ふえてくると思うので、職員採用なんかどう考えま

すかということ。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   子どもの数ふえてくれば、当然それに合わせて職員も ふやさなくてはいけないと

いう考えをもってます。非常にふえてくれることはうれしいことでありますので、そ

れはきっちりとふえればふえるように対応をさせていただきたいと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   もう一つ、この件について今全国平均がというふうに言われましたけれども、それ

は正職員の数が全国平均ということですか。それとも非正規と正職員の数を合わせて

全国平均ということでしょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   両方合わせて割合はですね、全国の例を見ながらやっていきたいなあと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 
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   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   合わせて、非正規と正規で全国平均というふうに考えておられるということですね、

わかりました。 

   それでは、教育長の答弁していただいたところで、育児休業中での１歳から３歳ま

での子どもが保育を受けられないことについては、保護者が在宅であることから保育

を必要としていないとの解釈によるものというふうに答弁をいただきましたが、育児

休業というのはどの子のための育児休業であるのかなというふうに思います。保護者

イコール母親であることから、在宅しているのは当たり前のことだと思いますが、ど

のようにお考えですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   育児休業といいますのは、現在、直近に生まれた方の育児のための休業ということ

です。在宅しているから就業前の子どもを家で一緒にみていただくと、そういうこと

であります。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   わかりました。そのように認識していていただいてたらうれしいと思います。 

   ただ、子どもを、うちも孫生まれてちょうど１カ月少しなんですけれども、その間

は案外よく寝ててくれます。これからだんだん寝返りをうったり、その生まれた子供

にすごく手がかかってくるということです。もしも、そういう場合には上の子どもが

家でみなければならないということになっていれば、これすごい育児が二重に、三重

にと大変になってくるというふうに思われますので、ぜひそういう子どもがいる家庭

については、生まれた子に育児の専念ができるような形をとっていただきたいという

ふうに思いますが、どうでしょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   ただ、家庭の都合上ということもあろうかと思います。例えば、直近の子が生まれ

て２歳児もあると。やっぱり二人の育児をするというのはこれは基本であると思いま

す。３歳児からは、保育所のほうへということになろうかと思います。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 
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   そういうこともあろうかと思いますけれども、お母さんによっても大変やという方

と、楽ちんやという方といろんな方がおられると思います。もちろん、下の子ができ

て働きに行けないので家でみたほうが保育料も助かるよという方も、いろんな方がお

られると思います。そのニーズに合っているふうな受けとめ方をしていただけたらと

いうふうに思いますが、どうでしょうか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   その個人のケース、ケースでいろいろな場合出てくると思います。基本的には先ほ

ど言われた、議員言われた必要性の認定基準というんですか、それは２７年度で子育

て支援法の新しい法律で若干上積みされたところもございます。 

   有田川町では、有田川町保育の必要性の認定基準に関する規則とあります。その中

で、当てはまるところ、育児については産前１カ月、産後２カ月、育児のために保育

を必要とするという部分。また、就職活動についても、生計を立てなくてはならない

という就職活動等あれば、ケースによって２カ月間の就職活動に対する保育というこ

とも認められております。その場、その場のケースで総合的に判断しまして対応して

いくところです。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   わかりました。 

   それでは、その規則と、それから先ほどの子育て支援の、今ここで言わないと忘れ

ますのですいません、子育て支援センターの実績、あとで資料でいただけたらという

ふうに思います。 

   次に行きます。 

   教育長答弁の中にあった、きめ細かな子育て支援であるというふうに言われていま

すけれども、本来のニーズというのが満たされていないといけないと思います。本来

の意味の子育て支援にはつながらないというふうに思っております。 

   国の制度を超えなくて、子育てに優しいまちづくりができるのかなというふうにも

思いますが、多々ほかの町にないような子育て支援もしてくださっていると思います

が、さまざまな保育事業できめ細かな子育ての支援を行っていっているということで

すけれども、子どもが保育所で社会性を身につけながら育っていくことは大切なこと

です。 

   一度保育所に通ってた子どもは、そこですごい社会性を身につけながら、その子ど

もたちと一緒に毎日生活をしているわけで、その途中で下の子どもが生まれたからと
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いって、また家に入って、そのあとまた出てくるというのは、子どもにとってどうな

のかなというふうなことも考えられます。また、お母さんについては社会貢献の一つ

である仕事を辞めて、一つの価値観で子どもを育てることだけが果たして子どもにと

っての幸せなのかなというふうにも思います。 

   ぜひとも、先ほど言ったさまざまなニーズにこたえていっていただきたい。そして

また、そういうニーズにこたえられるのだということを事前に知らせておいてあげる

ことが大切ではないかというふうに思います。 

   子どもがおなかの中にいるときに、すごい不安に思って妊娠中を過ごすというのは、

妊娠してるだけでも大変なのに、その心配が重なってくるということは、マタニティ

ブルーというのは、よく皆様もお聞きになると思うんですけれども、大変なことなの

です。その所を考えていただきたいなというふうに思いますが、部長どうでしょうか。

知らせるということはどうですか、事前に。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   先ほどからきめ細かな子育て支援ということで、有田川町で一番胸を張って言える

ことと言いましたら、やはり今年度、先ほどからもあったんですけれども、場所を変

えまして子ども総合センターのほうへ移りました子育て支援センターがいろいろな活

動をやっているということで、その中のチラシですけども、月曜日については児童相

談を行ってます、午前、午後、児童相談を受け付けて行っております。また、ほっと

ルームで子どもと遊びながらゆっくりと子育てを話し合いながら、お母さん方はホッ

としながらということでほっとルームと言うんですけど、これについては火曜日から

木曜日までというようなことで、こういうチラシ、年間第１、第４金曜日に開催する

とか、年間計画のチラシ等配らせてもらって、相談等も受けてますということで周知

しておるところでございます。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   それでは、質問を続けたいと思いますが、ぜひ悩んでいる人がいたときに、そうい

うのが見てない人とかもおられると思うので、いろんなおばあちゃんとかもわかるよ

うな、そういうこと、広報なんかでもしてもらっていれば、こんな方法もあるよとか

いうふうなこともできると思いますので、また検討のほうをよろしくお願いいたしま

す。 

   それから、先ほど一時預かり保育もしてくださっているということお聞きしました。

この場をかりて、それを利用している方からの一つの声を言いたいと思いますけれど
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も、また、検討していただけたらというふうに思いますが、一時預かりも事前に予約

をして預けているということをお聞きしています。 

   その中で、同じ仕事に行くお母さんですので、今、保育所の給食が民営化されまし

て、食事をつくる方の調理員さんの手もふえているかと思いますので、予約をして実

費でもいいと思いますので、その給食を提供するような形もとれたらいいというふう

に思いますので、検討をお願いしたいと思います。 

   それから、２のきびの森の保育所のことについてですが、地域の方の生活道路とし

ての位置づけはこれまでどおりで何ら問題のないことだと思いますが、あそこで見さ

せていただきましたら、交差点がちゃんと設置できていない。ちゃんとした四角い交

差点でもありませんので、一旦停止をどっちがしたらいいのかなというふうな形でち

ゅうちょしているような場面もみかけますし、今までは大きな木が茂っていましたし、

西側におりる道もありませんでして、見通しもよくなかったのであそこは一般に車が

通るようなことにはなっていませんでした。 

   ですから、あそこが明るなったということもあって、そこのほうが真っすぐの道な

ように見えて、一般に通行する方がすごい速度で通っているのも見かけます。その手

前にもグリーンベルトとか引いてから、子どもが通るのに危なくないというふうなこ

ともお聞きをしておりますので、専用道路が無理なのでありましたら、そういうこと

とかいろんな方策をしていっていただきたいなというふうに思います。 

   それから、安全対策面、今の部長の答弁ですけれども、今看板を立てていただきま

したが、具体的に道路の表示や看板をこれからどのようなものにしようと考えていま

すか。安全面の対策は今まで何もなかったからとかではなく、誰かがけがをすること

になる前に考えて実施をすることが大切だと思いますが、どのようにしようというふ

うに考えますか、部長。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   安全面、先ほども申しましたが、道路標示については、建設課と打ち合わせさせて

もらって協議していきたいと考えております。また、看板についても、道路看板、規

制看板もあるかと思います。また、違う面で飛び出し坊やというんですか、木で切っ

て子どもが飛び出すでというような、そういうやつを幾つか目立つような格好でつく

っていきたいということで考えております。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   それでは、ぜひまだ犠牲者のいない間に早急に対策をしていただきたいというふう
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に思います。 

   そして、きび体育館利用者の駐車に対する指導の徹底についてですが、きび会館の

利用は夜間や休日が主であって、隣接するきびの森保育所の送迎用駐車場も使用でき

る状態であり、比較して改善されている状態であるというふうに答弁をいただきまし

たが、今までの実態を知らない答弁なんじゃないかなというふうに思います。 

   体育館を利用する場合、土曜日や日曜日、夜ではありますけれども、大きな大会な

どがありますときび会館体育館の裏道であった今の送迎用の道に車がたくさんとまっ

ていましたし、切り倒した木の間にもたくさん車をとめていたということですので、

今後ともまた検討をしていっていただきたいと思います。また、このことについては、

一番地元の方がいろいろなことについて目にすることであると思いますので、区会も

定期的に開かれています。また、その中で心配されていることなども役場のほうから

聞きに行くということがしばらくの間、大切なことではないかなというふうに考えま

す。何か心配なことはないか、意見がないか、こちらから聞きに行く姿勢が大事だと

いうことを考えますが、いかがですか。 

○議長（佐々木裕哲） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   建物建ってまだ日が浅いし、施設としてもまだ日が浅いということで、今後も区の

区長さんをはじめ、区に対して何かイベントの後にでもまたどういう状況やったかと

いうことはお聞きして、対応等していきたいと思います。 

   以上です。 

○議長（佐々木裕哲） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   それでは、ぜひ今答弁いただいたように、今後とも区の方の意見などを聞きながら、

そしてまたお母さん方の意見も聞きながら、保育行政進めていっていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（佐々木裕哲） 

   以上で堀江眞智子君の一般質問を終わります。 

   以上で一般質問を終わります。 

   本日の会議は、これで散会します。 

   なお、次回の本会議は６月２１日火曜日、午前９時３０分に会議します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

散会 １６時３５分 


